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第１章 第２次加⻄市産業振興計画の策定にあたって 

 

１ 策定の趣旨 

加⻄市では、平成 29年３⽉に、地域経済の活性化を目的に市内産業の振興に係る「加⻄市

産業の振興に関する条例」を制定するとともに、加⻄市産業振興計画を策定しました。令和３

年度において、本計画の計画期間が終了することを受け、第２次の産業振興計画として改訂し

ます。 

また、令和２年に世界中にまん延した新型コロナウイルス感染症による新しい生活様式が求

められ、デジタル化、グリーン化等、産業を取り巻く環境がめまぐるしく変化する中、本市の

実態を的確に把握し、さらなる支援施策と働き方改革等の推進が必要となっています。 

このような状況をふまえ、ものづくり産業が集積する地域特性を活用して、将来にわたって

持続可能な地域経済の活性化を図るとともに、多⽂化共⽣時代に相応しい市⺠⽣活の活⼒に寄

与する基本的な方向性と具体的な取組を示すため、本計画を策定します。 

 

 

２ 計画策定にあたっての基本的事項及び視点 

（１）計画の位置づけ 

本市では、令和３年度から市の最上位計画となる第６次加⻄市総合計画がスタートしていま

す。本計画は、総合計画の商工業や観光を中心とした産業振興に係る政策目標を実現するため

の実⾏計画として位置づけます。 

※「第６次加⻄市総合計画」における産業分野の⽅向性（令和３〜12年度） 

○基本理念 ︓「未来を拓く 協創のまち 加⻄」 

〜豊かな⾃然、育まれた歴史、深まる絆を活かして〜 

○将来都市像︓「⼤空に 夢がふくらむ『未来の田舎（ミライナカ）』かさい」 

○基本方針 ︓「４ 活⼒とにぎわいのあるまちを育む」（産業振興部門） 

政策６︓商⼯業の振興と新展開 

政策７︓地域資源の活⽤と⼈の流れの創出 

 

（２）計画の名称 

計画の名称は、「第２次加⻄市産業振興計画」とします。 

 

（３）計画の期間 

計画の期間は、令和４年度から令和８年度の５年間とします。 
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（４）計画の進捗評価 

第 2 次産業振興計画の推進にあたっては、PDCA サイクルの考え方に基づき、総合計画の進

捗評価とあわせ、毎年度関係各課において各施策の進捗状況や現状・課題についての検証を⾏

い、この結果を踏まえた⾒直しを⾏います。 

 

（５）策定にあたっての視点 

①総合計画における産業部門の⽅策を実現させる実⾏計画として、具体的かつ計画期間内に実

施すべき施策を位置づけるものとします。 

 

②本市の優れた企業⽴地環境をさらに充実させる施策を展開するとともに、市内事業者間の連

携や地域資源の積極的な活用を図り、地域経済の好循環をより一層もたらす視点での施策展

開を図ります。 

 

③第 1次産業振興計画の検証を⾏い、その結果をふまえた発展的な計画とします。また、産業

を取り巻く社会情勢は刻々と変化しているため、毎年度実施状況の検証を⾏いながら、環境

の変化や市⺠・事業者等のニーズに対応した施策の推進を図ります。 

 

④「持続可能な開発目標」（Sustainable Development Goals、ＳＤＧｓ）は、平成 27年 9

月の国連サミットで採択された、国連加盟 193 か国が 2016 年から 2030 年の 15 年間で

達成するために掲げた国際目標です。「誰⼀⼈取り残さない」ことを基本理念として掲げて

おり、貧困撲滅や差別解消、環境と調和した都市整備など、17 の分野別目標が掲げられて

います。 

本市においても、この実現に向けて、全市を挙げて積極的に取組を推進しており、産業振興

計画では、計画策定の趣旨を踏まえ、「目標８ 働きがいも経済成⻑も」「目標 11 住み続

けられるまちづくりを」「目標 13 気候変動に具体的な対策を」「目標 17 パートナーシッ

プで目標を達成しよう」を中心に、実現をめざした取組を推進します。 
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３ 第 1 次産業振興計画の進捗状況 

 

（１）実施状況の評価・確認方法 

平成 29 年３⽉に策定した加⻄市産業振興計画の実施状況を次の４段階評価で確認しまし

た。 

 

【評価内訳】 Ａ…計画どおり進⾏中 

       Ｂ…概ね計画どおりだが、一部未実施 

       Ｃ…未着手 

       Ｄ…計画期間中に廃止 

 

（２）評価の概要 

加⻄市産業振興計画の体系の 70 事業。 

■加⻄市産業振興計画の体系 

目 標 施 策 事業数 

評価内訳（件数） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

Ⅰ 
域内経済の活性化と 
新産業の育成・支援 

１ 新産業、創業企業等の⽴地・ 
育成支援 

７ 

23 6.7 12.6 3.7 0.0 ２ 域内経済の活性化への取り組み ９ 

３ 産業支援機能の強化 ７ 

Ⅱ 
製造業集積 
の維持・拡大 

１ 企業⽴地の推進 ７ 

13 8.5 1.5 2.0 1.0 

２ ものづくり産業への支援 ６ 

Ⅲ 
雇用促進、 

人材育成支援 

１ 人材の確保・人材育成支援 ６ 

17 11.7 5.0 0.3 0.0 ２ 若者や⼥性に対する雇用支援 ６ 

３ 定住化の促進 ５ 

Ⅳ 
加⻄市の 

ブランド化推進 

１ シティプロモーションの展開 ５ 

17 9.0 5.0 3.0 0.0 ２ 地域素材を活用した交流の拡大 ８ 

３ 地域産業のブランド化 ４ 

合計事業数 70 

※評価内訳（件数）に小数点が発生しているのは、１つの施策に対し複数の課が重複して事業を実施した場合に、それぞれの評

価を按分しているためです。例えば、産業振興課︓Ａ、農政課︓Ｂ、文化・観光・スポーツ課︓Ｃの場合、Ａ→0.33 件、Ｂ→

0.33 件、Ｃ→→0.33 件など。 
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30.3 

65.4 

68.6 

52.9 

53.0 

11.5 

29.4 

29.4 

16.7 

15.4 

1.9 

17.6 

0.0 

7.7 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ⅰ 域内経済の活性化と新産業の育成・支援

（回答数：23）

Ⅱ 製造業集積の維持・拡大

（回答数：13）

Ⅲ 雇用促進、人材育成支援支援

（回答数：17）

Ⅳ 加西市のブランド化推進

（回答数：17）

Ａ（計画どおり進行中）

Ｂ（概ね計画どおりだが、一部未実施）

Ｃ（未着手）

Ｄ（計画期間中に廃止）

（３）評価結果 

４つの基本目標（「Ⅰ 域内経済の活性化と新産業の育成・支援」「Ⅱ 製造業集積の維持・

拡大」「Ⅲ 雇用促進、人材育成支援」「Ⅳ 加⻄市のブランド化推進」）の評価結果をまとめ

ると、次のようになります。Ⅱ〜Ⅳの分野はＡ判定の割合が過半数以上を占めており順調に推

進されていますが、「Ⅰ 域内経済の活性化と新産業の育成・支援」でＢ判定が約５割となっ

ています。 

               
①「Ⅰ 域内経済の活性化と新産業の育成・支援」について 
 基本目標Ⅰでは、Ａ判定の施策が約３割、Ｂ判定の施策が約５割となっています。加⻄市産

業活性化センターの設置や新たな補助制度の創設など既存事業者への⽀援体制が充実しつつ

あります。企業等の⽴地にあたっては、サービス業のベンチャー企業やビジネスホテル・ルー

トイン、商業施設の誘致なども⾏ってきました。⼀⽅、Ｃ判定の施策については、「新産業創

造のための拠点づくり」では計画期間中の設置には⾄らなかったものの、令和４年度にテレワ

ークセンター「アスも」が開設予定となっており、今後の事業環境の充実が期待されます。そ

の他、市内におけるビジネスマッチングや経営者の相互交流等については、今後の課題となっ

ています。 

 

②「Ⅱ 製造業集積の維持・拡大」について 
 基本目標Ⅱでは、Ａ判定の施策が６割台半ばとなっています。課題であった既存の工業用地

の活⽤や産業⽤地の創出、新たな産業団地の造成⼯事が完成するなど企業⽴地の推進の施策が

進められています。また、あっせん融資事業の充実や産業活性化センターの活用などものづく

り産業への支援の施策も順調に推進されています。Ｃ判定の施策は、「空き店舗・空き工場等

の適地の活用（再掲）」「ものづくり分野の研究会等の開催」となっています。Ｄ判定の施策は、

「市内企業の雇⽤促進」で実施できておらず、特に技術分野では、慢性的な⼈材不⾜が続いて

おり、市外を含めた雇用確保を進める必要があります。  
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③「Ⅲ 雇用促進、人材育成支援」について 
 基本目標Ⅲでは、Ａ判定の施策が６割台半ば、Ｂ判定の施策が約３割となっています。「Ｕ

ＪＩターン就職情報ナビ」の活用や「ＦＩＴ ＩＮ」の出版、就職支援セミナーの開催など人

材の確保・育成⽀援や若者や⼥性に対する雇⽤⽀援の施策が順調に推進されています。また、

地域内雇用を推進する事業者への助成こそできなかった（Ｃ判定）ものの、尾崎町北条⾼校前

地区 13区画を開発・分譲、空き家バンクや空き家改修、お試し滞在の活用など、定住化の促

進も進められています。 

 

④「Ⅳ 加⻄市のブランド化推進」について 
 基本目標Ⅳでは、Ａ判定の施策が約５割、Ｂ判定の施策が約３割となっています。「シティ

プロモーションの展開」の各施策は、いずれもＡ判定であり、多彩なプロモーション活動が展

開できています。「地域素材を活⽤した交流の拡⼤」「地域産業のブランド化」については、鶉

野⾶⾏場跡地周辺整備をはじめとして、地域資源を活⽤した新たな価値創出が図られていま

す。北条地区のまちなみ景観保全等、ハードに関わる取組や、市⺠農園、農産物のブランド化、

地産地消等の「農」を活かした取組については今後の課題となっています。 
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第２章 加⻄市の産業を取り巻く状況 

 

１ 社会経済環境の変化 

 

（１）人口減少・少子高齢化の進展 

 令和２年の国勢調査によると、わが国の⼈⼝は１億 2,622 万７千人となり、人口減少が継

続しています。「日本の将来推計人口（平成 29年推計）」によると、⽣産年齢⼈⼝、年少⼈⼝

が減少する一方で、65歳以上人口の増加傾向が続くことから、令和 20年（2038年）には３

人に１人が高齢者となることが予測されています。 

 また、わが国の総人口が減少する中で、総人口に占める東京圏の人口の割合が今後も上昇す

るとされており、地⽅においては⼈⼝減少への対応や地域活⼒を維持・向上させる積極的な取

組が求められています。 

 

（２）新型コロナウイルス感染症への対応 

 令和２年１⽉より世界中に広がった新型コロナウイルス感染症は、世界経済へ甚大な影響を

もたらし、企業活動、労働市場や家計の消費⾏動の縮⼩・停滞傾向が継続しています。 

 一方で、テレワークの普及による働き方の変化をはじめ、オンライン環境を活かしたサービ

スなど、生産・消費の変化ももたらされており、引き続き、新型コロナウイルスによってどの

ようなトレンドがみられ、そのうちどういうものが定着するのかを⾒極めながらウィズコロ

ナ、アフターコロナの視点を踏まえた施策展開が求められます。 

 

（３）ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の推進 

 デジタル化の進展により社会の変⾰（ＤＸ︓デジタル・トランスフォーメーション）が求め

られ、今後、デジタル技術やＡＩ、ＩoＴ、ロボット等の活⽤による業務の効率化や新たな価

値の創造に向けた動きが加速していくと予想されます。 

 アフターコロナにおいては企業間競争がより激しくなる可能性もあり、こうした産業トレン

ドに対応した事業者支援が求められます。 

 

（４）カーボンニュートラルの実現に向けた取組の推進 

 国際的に脱炭素の機運が高まる中、国は、2050年までに温室効果ガスの排出を全体として

ゼロにする「2050年カーボンニュートラル宣⾔」を令和２年に発表しました。今後、⾏政を

はじめ事業者、市⺠が再⽣可能エネルギーの導⼊、省エネルギーの推進などによる⼆酸化炭素

の排出抑制が求められ、これまでの産業構造や事業からの大きな転換が必要となってきます。 
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（５）ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の取組の推進 

 平成 27 年の国連サミットにおいて国際社会共通の目標として採択された「ＳＤＧｓ

（Sustainable Development Goals︓持続可能な開発目標）」は、国内外において、社会経済

の様々な分野において、重要な⾏動規範として定着しつつあります。 

 産業政策においても、工業製品を製作するものづくり産業、自然資源を活用する農業や観光、

働きがいのある環境づくりなど、ＳＤＧｓの⾏動規範と達成に向けた貢献において、重要な位

置づけを占めるため、産業の価値を高めることにつながる重要な視点として踏まえながら取組

を推進することが求められます。 

 

 

２ 加⻄市の特性と強み 

 

（１）道路交通網の利便性の良さ 

 本市は兵庫県の南東部に位置し、中国⾃動⾞道が市内のほぼ中央を東⻄に横断する形で⾛

り、加⻄ IC が市のほぼ中央の位置に整備されています。加えて、市の南端をかすめる形で山

陽⾃動⾞道が⾛り、加古川北 IC は加⻄市から１分の位置にあります。これら両 IC を有する

加⻄市の「ダブルアクセス」は、物流等における市の優位性を⽰しており、市内産業団地には、

製造業を中心とする数多くの企業が進出しています。この利便性をさらに向上させていくた

め、市内を南北につなぐ「北はりまハイランド構想」の実現、産業団地間をつなぐ幹線道路の

整備が課題となっています。また、市内の道路網は、姫路市から京都を結ぶ国道 372 号や加

⻄の中⼼市街地を⾛る主要地⽅道三⽊宍粟線等があり、近隣地域とのアクセスも充実していま

す。 

 公共交通については、市南部を縦断し市⺠の⾜や観光資源としても利⽤されている北条鉄

道、周辺市町とを結ぶ路線バス、中国⾃動⾞道を活⽤した⾼速バスに加え、市内のコミュニテ

ィバスなど、様々な交通機関が運⾏されていますが、一層の公共交通ネットワークの充実が期

待されます。 

 

（２）製造業の集積が本市の特色 

 本市は、三洋電機の創業地と知られ、三洋電機の協⼒⼯場として製造業が発展した過去があ

ります。現在でも道路交通網の利便性の良さから⽴地企業としては、⾦属製品や電気機械器具、

はん用機械器具、プラスチック製品などを中心とした製造業が産業団地、市街化調整区域に数

多く⽴地しており、市内経済や雇用を牽引する産業となっています。 

また、このような製造業の集積に伴い、製造業の物流を担う運輸業の発展もみられます。 
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（３）製造業を中⼼とする⾼い技術⼒ 

 本市の製造業は、中小企業が中心ですが、オリジナル技術などによる製品開発により、日本

だけでなく、世界へも販売し、⾼いシェアを持つ企業もあります。このように⾼い技術⼒や蓄

積されたノウハウを持つ企業が多数⽴地しているという特徴があり、地域技術としての確⽴へ

の支援が重要となっています。 

 

（４）災害リスクの低さ、危機からの回復⼒の強さ 

本市は内陸部に位置しており、台風や豪⾬、降雪による⾃然災害の被害も少なく、⼀年を通

して過ごしやすい気候であり、災害面でのリスクが小さいといえます。 

このような⽴地環境のメリットや、前述のものづくりを中心とする産業集積、そして独自の

ノウハウを有する多数の中小企業の強みなどにより、本市は地域外からの経済ショックから⽴

ち直る「回復⼒（レジリエンス）」が高い都市であるとする研究結果があります。不透明な社

会経済情勢の中で、このような本市の特性を深掘りし活かすことで、持続的な発展につなげて

いくことが期待されます。 

 

（５）恵まれた自然環境 

 ⼤都市近郊にありながら⽇本の原風景といえる⽥園やため池、⾥⼭等の存在は⽣物多様性や

⾃然との共⽣が求められる時代において、かけがえのない、また⼤切に守り育てるべき環境資

源といえます。日照に恵まれた温暖な気候と品質の高い農産物を生産する豊かな農業空間は、

⾃然エネルギーや有機物資源の利⽤にも期待されています。 

 

（６）豊富な歴史と文化、観光資源の活用 

 本市は、法華⼭⼀乗寺、五百羅漢、⽟丘史跡公園（⽟丘古墳群）、鶉野⾶⾏場滑⾛路跡をは

じめとする戦争遺跡群（フィールドミュージアム）、北条の宿、北条鉄道等、様々な伝統的･歴

史的資産の蓄積があります。近年では、空を舞台に平和を象徴する色とりどりの熱気球が加⻄

市のシンボルとして注目を集めるほか、“カサイチ”の愛称で親しまれるサイクリングコースの

充実、美しい並木道等の豊富な写真撮影スポット、地域特産を活かした食・酒など、新たな魅

⼒資源を求め、多くの観光客が訪れるようになっています。 

 今後も、積極的なシティプロモーションを推進するとともに、伝記の掘り起こしや製造業が

集積する産業資源の活用、兵庫県⽴フラワーセンターや加⻄のまつり（加⻄サイサイまつり、

北条節句まつり等）、ゴルフ場などのネットワーク整備等により、観光資源としての価値を高

める可能性があります。 
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３ 人口の推移と将来予測 

 

〜1990年以降⼈⼝減少傾向が継続、地⽅創⽣戦略で⼈⼝減の抑制を目指す〜 

○加⻄市の⼈⼝は、1990 年以降減少が続いており、近年、その減少幅が加速化しています。 

○特に、15〜64歳の⽣産年齢⼈⼝の減少が顕著であり、2045年には 2010年の半数以下の

推計がなされています。 

○「第２期加⻄市地域創⽣戦略」では、合計特殊出⽣率の向上と社会減の改善により、2045

年時点の⼈⼝を 38,240 人と想定してまちの持続可能性維持をめざしています。 

○外国人人口は 2013 年度以降増加傾向で推移しており、2019 年度では 1,340 人となって

います。 

 

 

 

2020 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■加西市の人口推移と将来人口の推計（国の推計） 

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

■加西市の年齢３区分別人口構成比の推計（国の推計） 

2020 年国勢調査確定値 

42,700 人 

2020 年国勢調査確定値 

高 齢 者 人 口：33.8% 

生産年齢人口：55.4% 

年 少 人 口：10.8% 
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■地域創生戦略による将来目標人口 

（資料）加西市「第２期加西市地域創生戦略」 

■外国人人口及び世帯数の推移 

（資料）加西市「加西市統計書」 
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４ 人口の自然動態・社会動態 

 

〜⼈⼝は 2005年度より⾃然減に転じ、2015年度以降転⼊が増加傾向〜 

○1990年度以降の⾃然動態をみると、2005年度から死亡数が出⽣数を上回る⾃然減がはじ

まり、2010 年度以降は 200 人台での人口減少が続き、2019 年度には 315 人の減少とな

っています。 

○1990年度以降の社会動態をみると、転出者数が転⼊者数を上回る社会減が継続しています

が、2015 年度以降転⼊が増加傾向にあり、2018 年度には転⼊超過に転じた後、2019 年

度には再び転出超過となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

■社会動態の推移 

（資料）加西市「加西市統計書」 

■自然動態の推移 
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農業 0.5%

林業 0.0%
鉱業 0.0%

製造業

52.2%

建設業 3.6%

電気・ガス・水道業

0.8%

卸売・小売業

6.2%

運輸・郵便業

6.6%

宿泊・飲食

サービス業

1.4%

情報通信業

0.2%

金融・保険業

1.6%
不動産業

11.0%

専門・科学技術・

業務支援ｻｰﾋﾞｽ業

1.8%

公務

1.9%

教育

3.2%

保健衛生・

社会事業

5.6%

その他の

サービス

3.0%

輸入品税等

0.6%

生産額（百万円） 構成比（％）  市内総生産（総計） 218,228 100.0 第１次産業総生産 1,146 0.5

　農業 1,103 0.5

　林業 43 0.0

　水産業 0 0.0

第２次産業総生産 121,687 55.8

　鉱業 0 0.0

　製造業 113,911 52.2

　建設業 7,776 3.6

第３次産業総生産 94,155 43.1

　電気・ガス・水道業 1,684 0.8

　卸売・小売業 13,460 6.2

　運輸・郵便業 14,383 6.6

　宿泊・飲食サービス業 2,988 1.4

　情報通信業 430 0.2

　金融・保険業 3,507 1.6

　不動産業 24,033 11.0

　専門・科学技術・業務支援サービス業 3,925 1.8

　公務 4,143 1.9

　教育 6,902 3.2

　保健衛生・社会事業 12,230 5.6

　その他のサービス 6,470 3.0

輸入品税等 1,240 0.6

就業者１人当たり市内総生産(千円) 8,006 -

５ 経済構造－市内総生産 

 

〜市内総⽣産の 52.2％を製造業が占める、“製造業のまち”〜  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■市内総生産の構成（2018 年度） 

（資料）兵庫県「市町民経済計算 2018 年度版」 

○本市の 2018 年度の市内総生産の

構成をみると、製造業の割合が圧

倒的に高く、市内総生産の 52.2％

を占めています。 

○次いで、不動産業 11.0％、運輸業

6.6％、卸売･小売業 6.2％、保健衛

生 5.6％の順となっています。 

○第２次産業が 55.8％、第３次産業

が 43.1％と、産業３分類での構成

比でみても、本市における製造業

の占める割合の高さがわかりま

す。 

■市内総生産の構成（2018 年度） 
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186 137 173 125

9,891 10,512 10,348 10,134

12,932

10,496

11,602

10,020

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2009年 2012年 2014年 2016年

第１次産業 第２次産業 第３次産業

(人)

６ 産業構造－産業別事業所数・就業者数 

〜事業所数・従業者数ともに減少傾向、第２次産業と第３次産業の従業者数の差がなくなる〜 

○本市産業の状況を 2009年から 2016年までのデータからみると、2014年のみ増加に転じ

ているものの、事業所数・従業者数ともに減少傾向がみられます。 

○2016年の最新データでは、事業所数は 1,960、従業者数は 20,279 人となっています。 

○第２次産業と第３次産業の従業者数をみると、2009年に 3,000 人以上あった差は 2016年

ではほとんどなくなっています。            
■産業３分類別事業所数の推移           
■産業３分類別従業者数の推移         

   
■事業所数･従業者数の推移 

（資料）総務省「事業所･企業統計」「経済センサス基礎調査」 
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構成比（％） 構成比（％）

全体（Ｓ公務を除く） 1,960 100.0 20,279 100.0

第１次産業

Ａ・Ｂ 農林漁業 13 0.7 125 0.6

第２次産業

C 鉱業，採石業，砂利採取業 - - - -

D 建設業 174 8.9 720 3.6

E 製造業 541 27.6 9,414 46.4

第３次産業

F 電気・ガス・熱供給・水道業 - - - -

G 情報通信業 10 0.5 18 0.1

H 運輸業，郵便業 72 3.7 1,502 7.4

Ｉ 卸売業，小売業 462 23.6 3,164 15.6

J 金融業，保険業 30 1.5 258 1.3

K 不動産業，物品賃貸業 28 1.4 234 1.2

L 学術研究，専門・技術サービス業 57 2.9 266 1.3

M 宿泊業，飲食サービス業 149 7.6 1,092 5.4

N 生活関連サービス業，娯楽業 136 6.9 597 2.9

O 教育，学習支援業 35 1.8 278 1.4

P 医療，福祉 97 4.9 1,852 9.1

Q 複合サービス事業 16 0.8 288 1.4

R サービス業（他に分類されないもの） 140 7.1 471 2.3

業種
　　事業所数 　　従業者数（人）

〜製造業が事業所数の 27.6％、従業者数の 46.4％を占め、特化係数では全国・県平均を上回る〜 
 

○産業大分類別の事業所数、従業者数をみると、事業所数・従業者数とも「製造業」が最も多

くなっており、事業所数で全体の 27.6％、従業者数では 46.4％を占めています。 

○全国平均と兵庫県平均を 1.0 とした特化係数※において、事業所数・従業者数の双方で平均

を上回っているのは「製造業」と「運輸業・郵便業」「複合サービス事業」です。                                      
■産業大分類別事業所数･従業者数（2016 年） 

（資料）総務省「経済センサス活動調査」 

※「複合サービス事業」とは、信用事業、保険事業又は共済事業と併せて複数の大分類にわたる各種のサービスを

提供する事業所であって、郵便局、農業協同組合等が分類されます。 

※特化係数 

自治体の事業所数や就業者全体に占める産業別の構成比を、全国の産業別構成比で除した数値です。特化係数

が「１」を超える産業は、全国平均と比較して事業所数や就業者数が多いことになり、特化係数が高い産業ほど、当該

自治体における事業所数や就業者が多く、当該自治体の特色を占める産業であるといえます。 
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■事業所数特化係数（全国比較・2016 年） 

■従業者数特化係数（全国比較・2016 年） 

（資料）総務省「経済センサス活動調査」 

全国比較（2016年） 
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■事業所数特化係数（兵庫県比較・2016 年）                  
■従業者数特化係数（兵庫県比較・2016 年）                    （資料）総務省「経済センサス活動調査」 

兵庫県比較（2016年） 
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７ 主要産業の動向 
 

（１）製造業 

〜2019 年の製造品出荷額等は 3,214 億円、出荷額等の増加傾向が続く、中心となるのは電気機械器

具製造業、はん⽤機械器具製造業、鉄鋼業、⾦属製品製造業〜 

○製造品出荷額等は 2015年に減少に転じましたが、2017年以降は増加傾向で推移し、2019

年は 3,214億円に達しています。 

○事業所数は 2016 年増加に転じましたが、2017 年以降は 240 事業所前後で推移していま

す。対して従業者数は 2016 年以降増加し続け、2020 年には 10,005 人に達しています。 

○本市の製造業は、電気機械器具製造業をはじめとして、はん⽤機械器具製造業、鉄鋼業、⾦

属製品製造業などが中心となっています。  
■製造品出荷額等の推移              

■事業所数・従業者数の推移            
  

（資料）経済産業省「工業統計表」、2016 年のみ「経済センサス活動調査」 

※2015 年の工業統計調査は実施されておりません 

（資料）経済産業省「工業統計表」、2015 年のみ「経済センサス活動調査」 
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（単位：万円、％）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

　製造業計 29,481,679 100.0 33,208,576 100.0 32,136,031 100.0

　食料品製造業 1,310,174 4.4 1,254,453 3.8 1,324,734 4.1

　飲料・たばこ・飼料製造業 146,243 0.5 148,133 0.4 144,983 0.5

　繊維工業 181,536 0.6 159,581 0.5 185,166 0.6

　木材・木製品製造業（家具を除く） 809,083 2.7 872,764 2.6 888,629 2.8

　家具・装備品製造業 X - X - X -

　パルプ・紙・紙加工品製造業 674,412 2.3 662,886 2.0 728,516 2.3

　印刷・同関連業 274,329 0.9 268,484 0.8 281,008 0.9

　化学工業 X - X - X -

　プラスチック製品製造業（別掲を除く） 2,461,514 8.3 2,490,896 7.5 2,532,060 7.9

　ゴム製品製造業 X - X - X -

　なめし革・同製品・毛皮製造業 0 0.0 0 0.0 0 0.0

　窯業・土石製品製造業 581,866 2.0 503,832 1.5 556,836 1.7

　鉄鋼業 3,753,891 12.7 4,812,992 14.5 4,331,096 13.5

　非鉄金属製造業 X - X - X -

　金属製品製造業 3,825,151 13.0 4,293,521 12.9 4,319,727 13.4

　はん用機械器具製造業 3,994,773 13.6 4,327,381 13.0 4,513,674 14.0

　生産用機械器具製造業 756,140 2.6 640,227 1.9 588,264 1.8

　業務用機械器具製造業 708,030 2.4 760,476 2.3 648,695 2.0

　電子部品・デバイス・電子回路製造業 0 0.0 0 0.0 X -

　電気機械器具製造業 8,709,062 29.5 10,659,417 32.1 9,852,098 30.7

　情報通信機械器具製造業 X - 0 0.0 0 0.0

　輸送用機械器具製造業 790,730 2.7 878,508 2.6 783,485 2.4

　その他の製造業 X - X - X -

2017年 2018年 2019年
産業分類

（単位：万円、％）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

　製造業計 25,142,204 100.0 20,002,466 100.0 25,865,500 100.0

　食料品製造業 1,284,497 5.1 1,300,631 6.5 1,098,525 4.2

　飲料・たばこ・飼料製造業 150,960 0.6 119,731 0.6 257,420 1.0

　繊維工業 209,041 0.8 170,468 0.9 170,229 0.7

　木材・木製品製造業（家具を除く） 688,078 2.7 708,400 3.5 795,283 3.1

　家具・装備品製造業 197,163 0.8 158,733 0.8 X -

　パルプ・紙・紙加工品製造業 1,161,818 4.6 182,903 0.9 658,843 2.5

　印刷・同関連業 242,871 1.0 379,024 1.9 277,406 1.1

　化学工業 X - X - X -

　プラスチック製品製造業（別掲を除く） 1,769,115 7.0 2,641,888 13.2 2,327,834 9.0

　ゴム製品製造業 X - X - X -

　なめし革・同製品・毛皮製造業 0 0.0 X - 0 0.0

　窯業・土石製品製造業 577,578 2.3 642,998 3.2 588,648 2.3

　鉄鋼業 3,097,553 12.3 2,114,691 10.6 3,024,637 11.7

　非鉄金属製造業 X - 76,662 0.4 X -

　金属製品製造業 3,944,136 15.7 3,833,397 19.2 3,743,422 14.5

　はん用機械器具製造業 3,172,298 12.6 4,072,372 20.4 4,256,846 16.5

　生産用機械器具製造業 622,838 2.5 597,025 3.0 668,021 2.6

　業務用機械器具製造業 572,649 2.3 X - 666,229 2.6

　電子部品・デバイス・電子回路製造業 X - X - X -

　電気機械器具製造業 6,124,021 24.4 1,765,093 8.8 6,101,989 23.6

　情報通信機械器具製造業 0 0.0 0 0.0 X -

　輸送用機械器具製造業 945,249 3.8 615,794 3.1 770,503 3.0

　その他の製造業 X - X - X -

2016年
産業分類

2015年2014年

■産業分類別製造品出荷額等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（資料）経済産業省「工業統計調査」、2015 年のみ「経済センサス活動調査」 

※Ｘは秘匿数値 
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（２）商業・サービス業 

〜⼩売業の商店数は減少傾向にあるが、年間販売額は増加し 2016年には 44,446百万円〜 

○小売業の商店数は減少傾向にあり、2016年には 308店となっています。 

○小売業の従業者数は 2012 年に⼤きく減少しましたが、それ以降わずかに増加傾向となって

おり、2016年には 2,120 人となっています。 

○年間販売額をみると、卸売業では増減を繰り返しながら推移しており、2016年には 26,264

百万円となっています。小売業では増加傾向で推移しており、2016年には 44,446百万円

となっています。  
■小売業の商店数・従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年間販売額 

 

 

 

 

 

  

（資料）2007、2014 年は経済産業省「商業統計調査」、2012、2016 年は「経済センサス活動調査」 
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〜サービス産業の事業所数・従業者数は、わずかに増減を繰り返しながら減少傾向で推移〜 

○サービス産業の事業所数をみると、増減を繰り返しながら減少傾向で推移しており、2016

年には 724 事業所となっています。 

○サービス産業の従業者数をみると、2009 年から 2014 年にかけて減少していましたが、

2016年にはやや増加し 6,310 人となっています。 

 

■サービス産業※の事業所数・従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（資料）経済産業省「経済センサス」 

2009 年度、2014 年度は国及び地方公共公共公共公共団体に属する事業所を除く。 

※※※※サービスサービスサービスサービス産業産業産業産業：総務省「サービス産業動向調査」では、情報通信業、運輸業，

郵便業、不動産業，物品賃貸業、学術研究，専門・技術サービス業、宿泊業，

飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業、教育，学習支援業、医療，福

祉、サービス業（他に分類されないもの）の９業種が調査対象となっており、これ

らをサービス業として抽出しています。 
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〜兼業農家数は減少も、専業農家数は増加傾向、安定した水稲の作付⾯積・収穫量〜 

○1990年以降の農家の⼾数をみると、営農の組織化もあり、全体としては減少傾向が継続し

ています。兼業農家（農業は従）は大きく減少していますが、兼業農家（農業が主）、専業

農家は横ばいから増加する傾向がみえています。 

○⽔稲の作付⾯積と収穫量をみると、⽣産調整等による若⼲の減少傾向はみえるものの､⽐較

的安定した収穫量で推移しています。農家の⼾数が減少する中でも、規模の拡⼤が進んでい

るとみられます。  
■農家の戸数と専業･兼業別戸数の推移               

■水稲の作付面積・収穫量の推移              （資料）農林水産省「作物統計調査」 

（資料）農林水産省「農林業センサス」 
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〜観光⼊込客数は 2017年以降増加傾向、2019年に 110 万人を超える〜 

○加⻄市内の観光⼊込客数は、2015年以降減少傾向にありましたが、2018年には増加に転

じて、2019年には 110万１千人となっています。 
 

■観光入込客数の推移                （資料）兵庫県「観光客動態調査報告書」 
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第３章 加⻄市産業の位置付けと課題  
１ 主要指標でみる加⻄市の位置付け－周辺団体との⽐較  
（１）市町⺠所得 

〜2018年度の１⼈当たりの市町⺠所得は 284万円、2014年度を上回る〜 
○本市の 2018 年度の１⼈当たり市町⺠所得は 2,841千円で、2014 年度の 2,620千円に比

べ 8.4％増加しています。 

○北播３市、神崎郡３町においても、ほぼ増加で推移しており、特に加東市では 11.5％の増

加と高くなっています。  
■１人当たりの市町民所得の比較     

※グラフは北播地区、神崎郡のみで比較 

（資料）兵庫県「市町民経済計算」 
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（２）市町内総生産（GDP） 

〜2018年度の従業者１⼈当たりの市町内総⽣産は 801万円、2014年度を上回る〜 
○本市の 2018 年度の従業者１⼈当たり市町内総⽣産（ＧＤＰ）は8,006千円で、2014 年度

の 6,585千円に比べ 21.6％増加しています。 

○北播３市、神崎郡３町と⽐較すると福崎町、加東市、⼩野市についで４番目となっているも

のの、兵庫県平均を下回っています。増減率を近隣市町と⽐較すると最も⾼くなっています。  
■従業者１人当たりの市町内総生産の比較                           

（資料）兵庫県「市町民経済計算」 

※グラフは北播地区、神崎郡のみで比較 
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（３）製造品出荷額等 

〜2018年度の製造業従業者１⼈当たりの製造品出荷額等は 3,456 万円、2014年度を上回る〜 
○本市の 2018 年度の製造業従業者１⼈当たりの製造品出荷額等は 3,456 万円で、兵庫県平

均、北播３市平均、神崎郡３町平均と⽐較して低くなっています。 

○増加率では 2014年度の 2,922万円に比べ 18.3％の増加となっており、近隣市町と⽐較す

ると多可町に次いで２番目となっています。  
■製造業従業者１人当たりの製造品出荷額等（4 人以上の事業所）の比較                                ※グラフは北播地区、神崎郡のみで比較 

（資料）経済産業省「工業統計表」、2016 年のみ「経済センサス活動調査」 

※2015 年の工業統計調査は実施されておりません 
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（４）給与総額 

〜2018年度の製造業従業者数１⼈当たりの給与総額は 492万円、兵庫県平均と同⽔準〜 
○本市の 2018年度の製造業従業者数１⼈当たりの給与総額は492万円で、2014年度の462

万円に比べ 6.5％増加しています。 

○北播３市平均、神崎郡３町平均を上回っており、兵庫県平均と同⽔準となっています。  
■製造業従業者１人当たりの給与額（４人以上の事業所）の比較     

（資料）経済産業省「工業統計表」、2016 年のみ「経済センサス活動調査」 

※2015 年の工業統計調査は実施されておりません 

※グラフは北播地区、神崎郡のみで比較 
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2020/2016

増減率
実数（⼾） 284 281 176 258 143 50.4
1万⼈当（⼾） 64.5 64.4 40.5 59.9 33.5 51.8
実数（⼾） 736 829 855 711 593 80.6
1万⼈当（⼾） 56.9 64.4 66.7 55.8 46.7 82.1
実数（⼾） 249 317 318 209 234 94.0
1万⼈当（⼾） 51.6 65.7 66.3 43.8 49.2 95.3
実数（⼾） 347 351 329 346 230 66.3
1万⼈当（⼾） 85.5 86.5 81.2 85.2 56.5 66.1
実数（⼾） 140 161 208 156 129 92.1
1万⼈当（⼾） 34.6 40.3 52.5 39.8 33.3 96.3
実数（⼾） 47 41 42 42 31 66.0
1万⼈当（⼾） 22.5 20.0 20.9 21.2 16.1 71.5
実数（⼾） 151 140 219 198 117 77.5
1万⼈当（⼾） 35.0 32.8 52.0 47.6 28.4 81.0
実数（⼾） 25 23 27 21 14 56.0
1万⼈当（⼾） 20.7 19.3 23.2 18.4 12.5 60.3
実数（⼾） 102 90 154 161 85 83.3
1万⼈当（⼾） 51.8 45.9 78.9 83.0 43.9 84.7
実数（⼾） 24 27 38 16 18 75.0
1万⼈当（⼾） 21.1 24.2 34.7 14.8 16.9 80.1
実数（⼾） 4,900 4,162 4,427 3,599 3,584 73.1
1万⼈当（⼾） 91.7 78.1 83.3 67.9 67.5 73.7
実数（⼾） 1,866 1,480 2,062 1,759 1,350 72.3
1万⼈当（⼾） 70.0 55.8 78.2 67.1 51.7 73.9
実数（⼾） 644 459 514 507 409 63.5
1万⼈当（⼾） 71.1 51.2 57.8 57.5 46.6 65.6
実数（⼾） 34,793 33,444 31,774 31,567 30,551 87.8
1万⼈当（⼾） 63.0 60.8 57.9 57.8 56.2 89.1

福崎町

神河町

姫路市

加古川市

高砂市

兵庫県計

小野市

加東市

⻄脇市
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市川町

2020年度
自治体名

加⻄市

北播３市

      
着⼯⼾数 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

（５）新設住宅着⼯⼾数 

〜2020年度の新設住宅着⼯⼾数は 143⼾と、2016年度から約 50％減〜 

○本市の 2020年度の新設住宅着⼯⼾数は 143⼾で、2016年度より 141⼾減少しています。 

○北播３市、神崎郡３町においても、減少していますが、増減率を⽐較すると本市が 50.4％

と最も低くなっています。 

○人口 1万⼈当たりの着⼯⼾数でみると、2020年度は 33.5件と、北播 3 市の平均よりも低

くなっています。 

■新設住宅着工戸数の比較                                 
（資料）兵庫県新設住宅着工統計市区町別集計表 

※グラフは北播地区、神崎郡のみで比較 



28 

（単位：人、％）

2010年 41,821 24,321 22,721 1,600 17,032 6.58 40.7

2015年 39,109 21,967 21,113 854 16,517 3.89 42.2

2010年 113,189 68,256 64,371 3,885 42,072 5.69 37.2

2015年 111,600 65,662 63,416 2,246 42,170 3.42 37.8

2010年 42,018 25,416 23,994 1,422 15,364 5.59 36.6

2015年 41,358 24,390 23,487 903 15,444 3.70 37.3

2010年 34,376 21,132 19,878 1,254 13,092 5.93 38.1

2015年 34,683 20,405 19,750 655 12,872 3.21 37.1

2010年 36,795 21,708 20,499 1,209 13,616 5.57 37.0

2015年 35,559 20,867 20,179 688 13,854 3.30 39.0

2010年 19,885 11,574 10,966 608 8,095 5.25 40.7

2015年 18,606 11,014 10,729 285 7,202 2.59 38.7

2010年 39,401 22,185 20,915 1,270 16,817 5.72 42.7

2015年 38,059 21,270 20,466 804 16,114 3.78 42.3

2010年 11,703 6,583 6,086 497 5,100 7.55 43.6

2015年 10,975 5,928 5,621 307 4,915 5.18 44.8

2010年 17,025 9,831 9,346 485 6,833 4.93 40.1

2015年 16,963 9,738 9,434 304 6,691 3.12 39.4

2010年 10,673 5,771 5,483 288 4,884 4.99 45.8

2015年 10,121 5,604 5,411 193 4,508 3.44 44.5

2010年 454,587 259,873 242,936 16,937 176,885 6.52 38.9

2015年 458,765 257,133 245,558 11,575 183,099 4.50 39.9

2010年 227,262 127,089 118,972 8,117 91,101 6.39 40.1

2015年 229,987 125,713 119,992 5,721 95,380 4.55 41.5

2010年 80,339 45,326 41,863 3,463 33,229 7.64 41.4

2015年 78,685 43,112 40,860 2,252 33,385 5.22 42.4

2010年 4,796,928 2,663,902 2,489,617 174,285 1,865,610 6.54 38.9

2015年 4,761,858 2,562,450 2,443,786 118,664 1,912,012 4.63 40.2

姫路市

加古川市

高砂市

兵庫県計

多可町

神崎郡３町

市川町

福崎町

神河町

加⻄市

北播３市

小野市

加東市

⻄脇市

完全

失業者数

非労働力

人口
失業率

非労働力

人口比率自治体名

          
年次

15歳以上

人口

労働力

人口

就業者数

（総数）

※グラフは北播地区、神崎郡のみで比較 

6.58 6.58 6.58 6.58 

5.59 
5.93 

5.57 
5.25 

7.55 

4.93 4.99 

3.893.893.893.89 3.70

3.21 3.30 2.59

5.18

3.12 3.44

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

加西市 小野市 加東市 西脇市 多可町 市川町 福崎町 神河町

2010年 2015年

（％）

（６）雇用 

〜2015年の失業率は 3.89％と大幅に減少、市町内雇用は近隣市町で最も高い〜 

○本市の 2015年の失業率は 3.89％で、北播３市、神崎郡３町と⽐較すると市川町に次いで

２番目に高くなっています。 

○2010 年の 6.58％から減少しているものの、近隣市町も同様に減少しており、北播３市平

均、神崎郡平均よりも⾼い失業率となっています。 
 

■失業率の比較             
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（資料）総務省「国勢調査」 
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（単位：人、％）

2010年 22,721 14,537 8,131 64.0 35.8

2015年 21,113 13,185 7,758 62.4 36.7

2010年 64,371 36,612 27,277 56.9 42.4

2015年 63,416 35,009 27,382 55.2 43.2

2010年 23,994 12,410 11,337 51.7 47.2

2015年 23,487 12,272 10,834 52.3 46.1

2010年 19,878 11,699 8,148 58.9 41.0

2015年 19,750 11,175 8,289 56.6 42.0

2010年 20,499 12,503 7,792 61.0 38.0

2015年 20,179 11,562 8,259 57.3 40.9

2010年 10,966 6,484 4,446 59.1 40.5

2015年 10,729 6,265 4,222 58.4 39.4

2010年 20,915 9,287 11,577 44.4 55.4

2015年 20,466 9,164 11,027 44.8 53.9

2010年 6,086 2,304 3,779 37.9 62.1

2015年 5,621 2,132 3,464 37.9 61.6

2010年 9,346 4,264 5,038 45.6 53.9

2015年 9,434 4,352 4,852 46.1 51.4

2010年 5,483 2,719 2,760 49.6 50.3

2015年 5,411 2,680 2,711 49.5 50.1

2010年 242,936 189,619 50,679 78.1 20.9

2015年 245,558 189,233 50,644 77.1 20.6

2010年 118,972 57,805 59,557 48.6 50.1

2015年 119,992 59,191 58,588 49.3 48.8

2010年 41,863 20,439 21,344 48.8 51.0

2015年 40,860 19,500 20,976 47.7 51.3

多可町

神崎郡３町

市川町

福崎町

神河町

加⻄市

北播３市

小野市

加東市

⻄脇市

自市町比率 他市町比率
自治体名

         
年次

15歳以上

就業者

自市町での

就業者

他市町での

就業者

姫路市

加古川市

高砂市

64.0 64.0 64.0 64.0 

51.7 

58.9 
61.0 59.1 

37.9 

45.6 
49.6 

62.462.462.462.4

52.3

56.6 57.3 58.4

37.9

46.1
49.5

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

加西市 小野市 加東市 西脇市 多可町 市川町 福崎町 神河町

2010年 2015年

（％）

○2015 年の市町内雇⽤率※をみると、本市は 62.4％で 2010 年の 64.0％と⽐較して若⼲⽐

率が低下したものの、北播３市、神崎３町と⽐較すると最も⾼い⽐率となっています。 

○近隣市町と⽐較して、市内企業での雇⽤が安定しているといえます。 

※市町内雇用率：市町内在住の 15 歳以上の雇用者のうち、自市町内での雇用者の割合。  
■市町内雇用率の近隣市町との比較                       

（資料）総務省「国勢調査」 
※表の 15 歳以上就業者は従業地「不詳」も含みます 

※グラフは北播地区、神崎郡のみで比較 
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２ 地域経済分析システム（RESAS）からみる加⻄市の産業 

 

地域経済分析システム（RESAS︓リーサス、https://resas.go.jp/）とは、地方自治体の様々

な取組を情報面から支援するために、まち・ひと・しごと創生本部事務局が提供する産業構造

や⼈⼝動態、⼈の流れなどの官⺠ビッグデータを集約し、可視化するシステムです。 

 

（１）地域経済循環マップ 

○地域経済循環図における地域経済循環率は、地域住⺠・企業等が稼いだ所得が、地域内でど

の程度⽀出されているか（＝それが企業の⽣産にどの程度結びついているか）を表す指標で

す。地域内で支出される割合が高いほど、地域経済としての循環が良いとされています。 

○本市の地域経済循環率は 96.4％と高く、所得がおおむね市内で消費されていることがわか

ります。大都市近郊のベッドタウンなどを持つ団体は、大都市での消費が大きくなるため、

地域経済循環率は低くなる傾向にあります。                  ■■■■地域経済循環図地域経済循環図地域経済循環図地域経済循環図    

12 憶円 

億円 億円 

億円 
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下表は、一人当たりの生産面、分配面（所得）、支出面を全国における順位で表したものです。 

※（ ）内は、2010年時点のデータ 

 

○生産面では、第３次産業の労働生産性が高い一方で、第１次産業及び第２次産業の全国での

順位は低く、労働生産性は低くなっていることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

○分配面では、雇用者所得全体の減少とともに、１人当たりの所得も大きく減少しており、全

国での順位も低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

○⽀出⾯では、⺠間投資、その他⽀出はマイナスとなっており、いずれも地域外へ流出してい

ることがわかります。⼀⽅、⺠間消費額はプラスとなっており、全国順位でも⾼くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

生産 第 1次産業 第 2次産業 第 3次産業 

付加価値額 

（一人当たり） 

＝労働生産性 

135 万円 

(344 万円) 

693 万円 

(733 万円) 

758 万円 

(732 万円) 

順位 
1,587 位 

(251 位) 

1,063 位 

(641 位) 

787 位 

(1,220 位) 

分配 雇用者所得 その他所得 

所得 

（一人当たり） 

192 万円 

(405 万円) 

212 万円 

(188 万円) 

順位 
954 位 

(597 位) 

880 位 

(1,043 位) 

支出 ⺠間消費 ⺠間投資 その他支出 

⽀出流出⼊率 
25.2％ 

(-0.6％) 

-20.3％ 

(-0.6％) 

-42.1％ 

(-8.5％) 

順位 
279 位 

(793 位) 

892 位 

(419 位) 

513 位 

(368 位) 

※順位は全国 1,719 市町村（2010 年時点は 1,741 市町村）におけるランキングです。「その他支出」には、政府支出、

地域内産業の移輸出入収支額（域外へ販売している額[輸出額]と域外から購入している金額[輸入額]との差）等が

含まれます。 
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（２）付加価値額の比較 

○付加価値額※（全産業）からみると、製造業が 56.3％と圧倒的な存在感を示していることが

わかります。兵庫県平均、全国平均と比較しても、本市は製造業に大きく偏重した産業構造

であるといえます。                       
■付加価値額（企業単位） 全産業 2016 年 

※付加価値額 

最終的に消費される段階での額（産出額）から、その原材料として投入したものの額（中間投入額）を引いたものをいい

ます。 

加⻄市 
 

兵庫県 
 

全国 製造業 

56.3％ 

卸売業、小売業 

22.6％ 

卸売業、小売業 

18.7％ 

製造業 

28.4％ 

製造業 

23.8％ 

卸売業、 

小売業 

7.7％ 

複合 

サービス業 

8.5％ 
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○市内製造業を産業中分類でみると、地域に所得を生み出す「付加価値額」は、「はん用機械

器具製造業」、「⾦属製品製造業」、「電気機械器具製造業」、「プラスチック製品製造業」の順

に多いことがわかります。 

○これらの産業は、本市の主要産業であるといえます。            加⻄市 
 

兵庫県 
 

全国 ■付加価値額（企業単位） 製造業 2016 年 

はん用機械器具製造業 

24.4％ 

金属製品製造業 

19.2％ 

電気機械器具製造業 

14.3％ 

プラスチック 

製品製造業 

10.8％ 
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（３）⽣産分析（影響⼒・感応度分析） 

○地域経済を牽引する重要産業を示す第１象限（右上）には、「専門・科学技術業務支援サー

ビス業」、「化学」、「非鉄⾦属」、「輸送⽤機械」などが分布しています。 

○第２象限（左上）には、「運輸・郵便業」、「⾦融・保険業」、「卸売業」などがあり、市内の

他産業による感応度が強い産業といえます。 

○第３象限（左下）には、「情報・通信機器」、「石油・石炭製品」、「水道業」などがあり、他

産業との関連性が低く、経済波及効果は高くない産業といえます。 

○第４象限（右下）には、「繊維製品」、「電気機械」などがあり、市内の他産業に与える影響

⼒が強い産業といえます。                            
■影響力・感応度分析（産業別）2015 年  

※感応度係数 

全産業に対する新たな需要による特定の産業の感応度を示す係数で、大きいほど他産業による感応度が大きくなりま

す。 

※影響力係数 

ある産業に対する需要が全産業に与える影響の度合いを示す係数で、大きいほど他産業に対する影響力が大きくなりま

す。 

販売先から受ける

感応度の強さ 

 

数値が１を超えて
大きいほど、全産
業に対する新たな
需要による当該産
業が受ける影響が

大きい。 

地域経済を牽引する 

主⼒産業群 

主⼒産業群に牽引されて経済 

波及効果が⾒込める産業群 

運輸・郵便業 

影響⼒係数（0.97） 

感応度係数（1.53） 

⾦融・保険業 

影響⼒係数（0.97） 

感応度係数（1.50） 

専門・科学技術 

業務支援サービス業 

影響⼒係数（1.01） 

感応度係数（1.67） 

他産業へ与える影響が 

大きい産業群 

仕入れ先に与える

影響⼒の⼤きさ 

 

数値が１を超えて
大きいほど、当該
産業に対する新た
な需要が、全産業
（調達先）に与え
る影響が大きい。 

感応度係数 

影響度係数 

卸売業 

影響⼒係数（0.96） 

感応度係数（1.11） 

化学 

影響⼒係数（1.08） 

感応度係数（1.15） 

非鉄⾦属 

影響⼒係数（1.09） 

感応度係数（1.12） 
その他の製造業 

影響⼒係数（1.07） 

感応度係数（1.13） 

輸送用機械 

影響⼒係数（1.11） 

感応度係数（1.01） 

繊維製品 

影響⼒係数（1.07） 

感応度係数（0.99） 

電気機械 

影響⼒係数（1.06） 

感応度係数（0.92） 

他産業との関連性が低く、 

経済波及効果が低い産業群 

情報・通信機器、 
⽯油・⽯炭製品 

影響⼒係数（0.88） 

感応度係数（0.88） 

⽔道業 
影響⼒係数（0.96） 

感応度係数（0.90） 
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（４）産業マップ－稼ぐ⼒分析（全産業） 

○「農業、林業」「複合サービス業」は、付加価値額・労働⽣産性ともに全国平均を⼤きく上

回っています。 

○「製造業」は、付加価値額の特化係数が全国平均を上回っており、「医療、福祉」「サービス

業（他に分類されないもの）」は、労働生産性の特化係数が全国平均を上回っています。 

○上記５つ以外の産業の付加価値額・労働生産性はいずれも全国平均を下回っており、それら

の改善が課題といえます。 

                ■特化係数（付加価値額）×特化係数（労働生産性）2016 年 

特化係数 

（付加価値額） 

複合サービス業 

付加価値額（6.51） 

労働生産性（2.35） 

特化係数 

（労働生産性） 

農業、林業 

付加価値額（10.81） 

労働生産性（ 6.05） 

サービス業 

（他に分類されないもの） 

付加価値額（0.50） 

労働生産性（1.29） 

医療、福祉 

付加価値額（1.01） 

労働生産性（1.40） 

製造業 

付加価値額（2.37） 

労働生産性（0.77） 
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（５）製造業の近隣市町との⽐較 

○事業所数は減少傾向にあるものの、近隣５市町の中で最も多くなっています。 

○新産業団地による誘致の促進をはじめ、事業継承の促進等、事業所数の維持・確保が必要と

なっています。 

○従業者数は 2008 年に発⽣したリーマンショックの回復期を経て、近年ほぼ横ばいで推移

しています。  
■事業所数（製造業）                 
■従業者数（製造業）     加⻄市 

⼩野市 
⻄脇市 
加東市 
福崎町 

加⻄市 
⼩野市 

⻄脇市 

加東市 
福崎町 
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○付加価値額は事業所数の集積を背景に、近隣５市町よりも⼤きく上回っています。 

○労働⽣産性は国・県の⽔準を下回り、近隣５市町で⽐較しても加東市より低くなっています。 

○現⾏計画から継続的な課題設定により、⽣産効率を⾼める⽀援の充実が求められます。  
■付加価値額（製造業）2016 年                 
■労働生産性（製造業）2016 年   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

加⻄市 ⼩野市 ⻄脇市 加東市 福崎町 

加⻄市 ⼩野市 ⻄脇市 加東市 福崎町 全国 
平均 兵庫県 

平均 
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48.5 

74.6 

26.9 

11.2 

9.3 

4.4 

7.8 

1.5 

7.4 

8.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員数

うち非正規社員

全体（n=472）

５人以下 ６～20人以下 21～50人以下

51人以上 不明・無回答

３ 事業所アンケートからみる加⻄市の現状 

 

（１）調査の実施概要 

①調査の目的 

 市内に⽴地しているすべての事業所を対象として、事業を展開していくうえでの課題や問題

点、経営資源の強みや弱み、今後の事業運営支援のあり方等を把握し、新しいチャレンジがで

きる加⻄市をめざし、コロナ後を⾒据えた第２次の産業振興計画を策定する際の基礎資料とす

るためにアンケート調査を実施しました。 

②調査の種類と実施概要 

 事業所調査・・・2,000件対象、令和３年 8月 27⽇（⾦）〜9月 10⽇（⾦） 

郵送配布・郵送回収（インターネット上での回答も可） 

③回収率・回収数 

回収率 24.1％（回収数︓481件 ※有効回収数 472件） 

 

（２）調査結果について 

①回答事業所の概要等について 

■従業員数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業所の業種 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

14.0 

35.4 

4.7 

14.6 

5.7 

13.6 

10.6 

1.5 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

建設業

製造業

運輸業・郵便業

卸売業・小売業

医療・福祉

サービス業

その他

不明・無回答

全体（n=472）
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24.4 45.6 28.2 1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=472）

増加傾向 横ばい 減少傾向 不明・無回答

39.4 

29.2 

20.6 

20.3 

19.9 

17.4 

13.6 

9.7 

7.4 

5.7 

39.4 

25.8 

19.0 

20.5 

16.6 

15.2 

9.8 

8.3 

5.6 

6.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

取引先・提携先と近い

災害や治安の面でリスクが小さい

自然・気候などの周辺環境がよい

道路交通網の利便性がよい

充分な用地面積を確保できる

競合する他社が少ない

地価が安い

従業員にとって住環境がよい

市場規模が大きい（ちょうどよい）

原材料の入手が容易である

メリット（上位メリット（上位メリット（上位メリット（上位10101010項目）項目）項目）項目）

全体（n=472）

前回調査（n=625）

28.6 

27.8 

24.6 

15.0 

14.0 

13.8 

13.6 

7.2 

7.0 

5.5 

26.1 

26.1 

15.8 

14.7 

17.1 

17.9 

6.6 

7.2 

9.6 

0% 10% 20% 30% 40%

常勤雇用者が確保しにくい

公共交通機関の利便性が悪い

市場規模が小さい

臨時雇用者（パート、アルバイト、

派遣等）が確保しにくい

取引先・提携先と遠い

競合する他社が多い

道路交通網の利便性が悪い

流通コストが高い

企業間、異業種間での

連携・交流が少ない

充分な用地面積を確保できない

デメリット（上位デメリット（上位デメリット（上位デメリット（上位10101010項目）項目）項目）項目）

全体（n=472）

前回調査（n=625）

②事業環境としての加⻄市への評価について 

■現在の所在地で企業活動を実施するメリット、デメリット 
 

⇒現在の所在地で企業活動を実施するメリットは「取引先・提携先と近い」「災害や治安の面でリスクが

小さい」「自然・気候などの周辺環境がよい」の順で高くなっています。 

現在の所在地で企業活動を実施するデメリットは「常勤雇用者が確保しにくい」「公共交通機関の利

便性が悪い」「市場規模が小さい」の順で高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「公共交通機関の利便性が悪い」は今回調査のみの選択肢  
③現在の事業所の経営状況等について 

■年間売上高（令和元年（2019年）） 

売上傾向（平成29年（2017年）～令和元年（2019年）及び令和２年（2020 年）４月以降） 
   

⇒新型コロナウイルスの影響を受ける前の売上傾向は、「増加傾向」が４分の１、「横ばい」が半数弱、

「減少傾向」が３割弱となっています。 

一方で、新型コロナウイルスを機に、約６割の事業所で売上減少の影響が出ています（「減少した」

（41.3％）と「大幅に減少した」（17.8％）の計 59.1％）。 

 

【平成 29 年から令和元年の売上傾向】 
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1.5 

7.4 29.2 41.3 17.8 2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=472）

大幅に増加した 増加した 変わらない 減少した

大幅に減少した 不明・無回答

40.5 

25.0 

21.2 

19.9 

19.9 

18.9 

17.2 

15.7 

8.3 

7.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

人材不足・人材育成

従業員の高齢化

原材料・仕入価格の上昇

建物・設備の不足・老朽化

売上の減少

後継者不足

販路開拓、集客の確保

労働力の確保

市場の変化への対応

事業運営資金の不足

経営上の問題点（上位経営上の問題点（上位経営上の問題点（上位経営上の問題点（上位10101010項目）項目）項目）項目）

全体（n=472）

42.4 

22.0 

18.9 

16.5 

13.1 

12.5 

12.5 

10.0 

9.1 

7.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

人材の確保・育成

営業の強化

建物・設備等の建替や入替

市場の開拓・販売先の開拓

技術力の強化

社内の組織改革

製造原価・仕入原価の削減

デジタル化の強化

賃金雇用体系の見直し

情報収集の強化

問題点の解決に向けての課題（上位問題点の解決に向けての課題（上位問題点の解決に向けての課題（上位問題点の解決に向けての課題（上位10101010項目）項目）項目）項目）

【令和２年４月の新型コロナによる緊急事態宣言発出以降、それ以前との売上傾向の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■経営上の問題点、問題点の解決に向けての課題 
   

⇒経営上の問題点は「⼈材不⾜・⼈材育成」が約４割と高く、従業員規模が大きくなるにつれ人材や

労働⼒の確保が問題となる傾向にあります。 

問題点の解決に向けての課題はいずれの業種においても「人材の確保・育成」となっています。「社内

の組織改革」を意識する事業所が増加傾向にあり、比較的中規模の事業所でその割合が高くなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

増加した：8.9％ 減少した：59.1％ 
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18.6 

14.0 

12.7 

9.3 

5.9 

3.4 

3.2 

40.0 

9.5 

7.6 

14.2 

14.7 

13.1 

4.8 

2.2 

2.9 

46.4 

9.3 

9.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

取引銀行（金融機関）

同業者

取引先の企業

コンサルタント

商工会議所（産業活性化センター）

加西市役所

県の産業活性化センター

相談をしていない

その他

不明・無回答

全体（n=472） 前回調査（n=625）

40.3 36.7 19.5 3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=472）

後継者がいる 後継者はいない

後継してくれるかどうかわからない 不明・無回答

■問題点や課題の解決のための相談先 
   

⇒「相談をしていない」が４割となっており、相談先としては「取引銀⾏（⾦融機関）」「同業者」「取引

先の企業」が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「コンサルタント」は今回調査のみの選択肢 

※今回調査の選択肢「商工会議所（産業活性化センター）」は前回調査では「商工会議所」 

 

■後継者の有無・事業承継の意向 
   

⇒「後継者がいる」は４割。『後継者はいない、もしくは未定』は 56.2％と半数を超えています。後継者

がいない・未定の事業者の半数近くが「後継者がいなければ廃業する」と回答しています。 

 

【後継者の有無】 

 

 

 

 

 

 

  

後継者はいない、もしくは未定：56.2％ 
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10.6 5.5 81.1 2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=472）

現在実施している

一時期実施していたが、現在は取りやめた

一度も実施していない

不明・無回答

26.0 6.0 45.7 13.2 7.5 1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=265）

家族・従業員に事業承継したい M＆A(合併･買収)で事業承継したい

後継者がいなければ廃業する 事業承継は希望しない

その他 不明・無回答

「後継者はいない」「後継してくれるかどうかわからない」と回答された方 

【事業承継の意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■テレワークの実施 
   

⇒テレワークの実施経験がある事業者は 16.1％。実施したことがない事業所は約８割となっています

が、サービス業等で「現在実施している」が比較的高い結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■デジタル化対応における課題 
   

⇒デジタル化対応における課題は「デジタル系人材の確保・育成」「デジタル化に向けた投資」となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

23.9 

8.1 

17.2 

12.5 

35.0 

9.7 

5.3 

10.4 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

デジタル系人材の確保・育成

どの分野をデジタルに移行すればよいかわからない

デジタル化に向けた投資

セキュリティ対策

デジタル化に取り組んでいないためわからない

デジタル化に取り組んでいるが特に課題はない

その他

不明・無回答

全体（n=472）
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11.4 5.3 16.9 33.9 25.6 6.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=472）

策定済みである 策定中である

策定を予定している（検討中を含む） 策定する予定はない

事業継続計画（BCP）とは何かを知らなかった 不明・無回答

11.4 9.1 7.4 21.0 19.5 25.8 5.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=472）

既に取り組んでいる 具体的な取り組みについて検討している

取り組むかどうか検討している 取り組むかどうか、今後検討する

取り組みたいが、何をすべきかわからない 取り組む予定はない

不明・無回答

25.6 

24.8 

23.7 

23.3 

19.9 

17.4 

15.0 

13.6 

11.0 

8.5 

4.9 

2.3 

1.9 

11.4 

0% 10% 20% 30%

情報システム・データのバックアップ

取引先等との連携・協力体制の構築

緊急時の社内体制・役割分担の整備

従業員の安否確認・社内連絡手段の整備

建物・設備の耐震化や浸水対策等安全性確保

事業中断時の資金確保

備品や緊急物資の備蓄

災害保険の加入・見直し

緊急時対応のための訓練

仕入先・販売先の分散

予備在庫の確保

生産・物流拠点の分散

その他

不明・無回答

全体（n=472）

■BCP の策定 
   

⇒「策定する予定はない」「事業継続計画（BCP）とは何かを知らなかった」が高くなっており、従業員

規模が小さい事業所では「策定する予定はない」が高い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

■防災対策上、今後強化する必要がある取り組み 
   

⇒「情報システム・データのバックアップ」「取引先等との連携・協⼒体制の構築」「緊急時の社内体制・

役割分担の整備」「従業員の安否確認・社内連絡手段の整備」が２割を超え高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■グリーン化に対する現在の取り組み状況 
   

⇒「取り組む予定はない」が２割台半ば、「取り組むかどうか、今後検討する」「取り組みたいが、何をす

べきかわからない」が約２割となっています。 
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■カーボンニュートラル宣言の目標の達成に向けた対策 
   

⇒「省エネの促進によるエネルギー消費量の低減促進」が３割台半ばとなっているが、「特に考えていな

い」が最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■働き方改革やワーク・ライフ・バランスに取り組んでいること 
   

⇒「⻑時間労働の是正」が４割台半ばと最も高くなっており、次いで「高齢者の就業・活用」が

24.8％、「子育て中の⼥性が活躍できるよう取り組んでいる」が 16.1％と続いています。 

医療・福祉では「子育て中の⼥性が活躍できるよう取り組んでいる」が高くなっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50%

省エネの促進によるエネルギー消費量の

低減促進

自社電源として再エネ電源導入による

電力の脱炭素化

在宅勤務、リモート会議等の働き方改革による

低温暖化ガス排出体制の促進

温暖化ガスを生じない生産プロセスへの移行

植林、人工光合成技術開発等の

マイナスの排出への取り組み

脱炭素化等の技術研究を進め、

イノベーションを起こす

特に考えていない

その他

不明・無回答

全体（n=472）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

長時間労働の是正

高齢者の就業・活用

子育て中の女性が活躍できるよう

取り組んでいる

病気治療や育児・介護を

両立できる環境作り

キャリアアップなどの研修

外国籍人材・留学生の登用

テレワーク・在宅勤務の導入

兼業・副業の承認

取り組んでいることは特にない

その他

不明・無回答

全体（n=472）
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16.7 

16.3 

14.8 

12.7 

11.4 

9.1 

8.3 

5.9 

4.7 

8.7 

40.3 

3.2 

6.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

日本語の能力に問題がある

社内の受け入れ体制が整っていない

日本人社員とのコミュニケーションに不安がある

そもそも自社の業種・業態と合わない

外国人を雇用しても、帰国・転職する者が多く定着率が低い

在留資格等の申請手続きが煩雑である

社宅など住宅の確保が困難

外国人の処遇や人事管理の方法がわからない

外国人の募集や採用の方法がわからない

課題は特にない

外国人の雇用に取り組む予定はない

その他

不明・無回答

全体（n=472）

46.8 

32.0 

25.8 

25.0 

35.6 

37.7 

22.7 

27.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

業務の改善・効率化

新たな販路開拓

新商品開発や新サービスの開発

新しい製造方法や新しいサービス提供方法

過去５年間に実施した取り組み

今後５年以内に予定している取り組み

全体（n=472）

■外国人の雇用における課題 
   

⇒いずれの業種においても「外国人の雇用に取り組む予定はない」が最も高くなっています。 

従業員規模が比較的大きい事業所では、「日本語の能⼒に問題がある」「日本人社員とのコミュニケ

ーションに不安がある」が高い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④今後の事業展開への取り組みについて 

■過去５年間に実施した取り組み・今後５年以内に予定している取組 

今後５年以内に「新分野」や「新業務」への取組を行う予定 
   

⇒実施した取り組みでは「業務の改善・効率化」最も高い。今後５年以内に予定している取り組みでは

「新たな販路開拓」が上回り、最も高くなっています。 

「新分野」や「新業務」への取り組みを⾏う予定がある事業所は約２割となっています。 
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18.4 47.0 30.7 3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=472）

予定はある 予定はない わからない 不明・無回答

15.3 

14.6 

14.6 

13.8 

12.3 

11.7 

11.4 

11.2 

11.0 

10.4 

15.0 

15.8 

15.4 

13.9 

12.6 

13.9 

13.9 

15.4 

0% 10% 20%

テレワークの推進支援

融資制度の拡充

各種講座、セミナーの開催

経営、融資相談窓口の設置

大学、研究機関との連携及び交流

企業間連携に向けた情報提供

国や県等の開催講座、支援情報の提供

異業種・同業種間の交流支援

特許や知的財産権取得の支援

小規模事業者への運営支援

満足している支援策（上位満足している支援策（上位満足している支援策（上位満足している支援策（上位10101010項目）項目）項目）項目）

全体（n=472）

前回調査（n=625）

61.4 

56.8 

45.6 

44.9 

44.9 

44.9 

42.8 

39.6 

49.0 

35.4 

37.0 

40.3 

45.0 

25.6 

28.5 

0% 20% 40% 60% 80%

人材確保の支援

求人活動の支援

小規模事業者への運営支援

融資制度の拡充

経営、融資相談窓口の設置

雇用に関する情報提供

人材育成の支援

デジタル化（DX）への支援

ＩＣＴ化支援

事業承継の支援

重要と思う支援策（上位重要と思う支援策（上位重要と思う支援策（上位重要と思う支援策（上位10101010項目）項目）項目）項目）

全体（n=472）

前回調査（n=625）

【今後５年以内に「新分野」や「新業務」への取り組みを行う予定】 

 

 

 

 

 

 

 

⑤今後の産業施策等について 

 

■重要と思う支援策・満足している支援策 
   

⇒重要と思う支援策は「人材確保の支援」「小規模事業者への運営支援」。前回調査と比べ「事業承

継の⽀援」「融資制度の拡充」が増加傾向にあります。 

満足している支援策は「テレワークの推進⽀援」「融資制度の拡充」「各種講座、セミナーの開催」「経

営、融資相談窓口の設置」が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「小規模事業者への支援」「テレワークの推進支援」は今回調査のみの選択肢。今回調査の選択肢「人材確保の支援」「デジタ

ル化（DX）への支援」は、前回調査では、それぞれ「求人活動の支援」「ICT 化支援」。 
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経営、融資相談窓口の設置

人材確保の支援

融資制度の拡充

小規模事業者への運営支援

大学、研究機関との連携及び交流

異業種・同業種間の交流支援

国や県等の開催講座、支援情報の提供

雇用に関する情報提供

企業間連携に向けた情報提供

販路開拓・販売促進の支援

事業承継の支援

人材育成の支援
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４ 事業所ヒアリング結果の概要 

 

（１）調査の実施概要 

①調査の目的 

 加⻄市の産業を取り巻く環境は、新型コロナウイルスによる経済への影響をはじめ、経済の

グローバル化等めまぐるしく変化しています。こうした中、第 2 次加⻄市産業振興計画を策

定するにあたって、市内産業の問題点や課題を把握し、今後の産業施策を検討するための基礎

資料とすることを目的に、市内に⽴地する企業等にヒアリング調査を実施しました。 

 

②調査の対象 

 業種や事業者規模等を鑑み、本市に⽴地する 9 事業者を対象に実施しました。 

・製造業（一般工業、機械・⾦属・電気⼯業）︓4 事業者 

・⼀般商業（⼩売）︓1 事業者 

・建設業︓1 事業者 

・サービス・運輸業・その他︓3 事業者 

 

③実施期間 

 令和３年 11月 19日、24日 

 

④主なヒアリング項目 

１ 加⻄市の産業の問題点・課題について 

２ 加⻄市の産業振興施策に関するご意⾒・期待などについて 

３ 産業間連携・協業について 

４ 人材の確保について 

５ 将来の担い手の育成について 

６ 加⻄市の産業振興について（提⾔） 
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（２）調査結果のまとめ 

①加⻄市の産業の問題点・課題について 

・⼈材の確保が多くの事業者の共通した課題として挙げられている。企業⽴地が進む⼀⽅で、

人材確保の面では市内企業間で競合が発生しているとの声もあり、採用面での支援や移住・

定住の促進も求められている。外国人労働者の確保も課題となっている。 

・⼈⼝減少と少⼦⾼齢化に伴い、⼩売業においては売上減の懸念も伺える。 

・公共交通機関の利便性向上が課題であるとの意⾒も多くみられる。 

・新型コロナによる業績の落ち込みから、コロナ前の⽔準には回復できていない事業者が多い。

この前提で新たな商品開発、事業展開として取組を模索する動きも⾒受けられる。 

・市街化調整区域により⼟地利⽤の制限がなされているため、事業拡張がしにくいとの意⾒も

ある。 

 

②加⻄市の産業振興施策に関するご意⾒・期待などについて 

・⼈材の確保、移住・定住を促進する施策に期待する声が多い。このための取組として、例え

ば製造業の集積を活かす、住みよい街としてのＰＲ、⼦育て（医療⾯）の充実など、加⻄市

として特化した特色ある施策を強く推進することが求められている。 

・この際、⾏政のリーダーシップの発揮を期待しつつ、市内事業者間の連携・協⼒を図り、実

現性を高めることが必要とされている。 

・その他、ビジネスマッチングによる販路開拓⽀援や燃料費の⾼騰に対する⽀援など、⾜元の

経営支援に関する施策の充実も求められている。 

 

③産業間連携・協業について 

・産業間連携については、⽐較的多くの事業者で前向きに取り組みたいとする意⾒が多くみら

れる。製造業においては、例えば素材から完成品まで市内企業において⼀気通貫で作成する

取組や、地元産の素材にこだわった製品づくりを⾏うなど、様々なアイデアが出されている。 

・また、受発注に関わる経営者同⼠の交流や事業者と地域との連携など、多様なレベルにおい

ての連携の取組案があげられている。 

 

④人材の確保について 

・有効な人材確保策の取組が喫緊の課題となっている中、具体的には外国人労働者への期待が

高いが、新型コロナによって入国できていない状況をはじめ、給与水準や住まいの場の確保

といった待遇面、通勤の安全性、コミュニケーションの取り方等、受け入れにあたっては、

労働環境の充実に向けた様々な取組や相互理解が必要となっている。 

・製造業の現場においては、設備面や安全⾯の充実に伴い⼥性の就業も進んでいる状況が伺え

る。 

・新卒をはじめ若者の確保については、説明会の時点から集客が困難な状況もあり、接点の場

となる学⽣・⽣徒との⺟集団づくりの時点から⾏政に⽀援をお願いしたいとの声もあった。 

・その他、働きたい、住みたいまちとしての加⻄市のＰＲ、市独⾃施策としての賃⾦助成、外

国人労働者のコーディネート、病児保育の充実等の提案・アイデアがみられる。 
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● 調査結果から見えてくる現状や課題・・・・ 

・人材不足、外国人技能実習生も含めた働き手の確保 

・次代を担うひとづくり 

・アフターコロナにおける新たな価値提供の必要性 

・企業情報の発信、企業間連携、企業見学・体験ツアー等の機会創出 

・土地利用面での制限緩和や様々な経営支援による、住み、働き続けられるまちづくり 

・加西市の特性や強みを押し出した認知度の向上と特化した取組の展開  など 

⑤将来の担い手の育成について 

・加⻄市にどのような企業があるのか、まず⼦どもたちが認知できる取組が必要であり、市内

企業の情報を積極的に発信し、さらに⾒学や体験を通じて興味・関⼼を持ってもらうように

することが必要との考えが多くみられる。 

・多くの事業者において、既に体験や⾒学ツアーの受け⼊れが⾏われており、市内で働くこと

を考えるきっかけづくりとして、今後取組を充実させていくための検討材料があると考えら

れる。 

・大学や大企業の誘致を検討するといったアイデアもみられる。 

 

⑥加⻄市の産業振興について（提⾔） 

・「ミライナカ・かさい」として、市の特色や強みを押し出しつつ、特化した取組を展開する

ことについては賛同する意⾒が多くみられる。 

・これを展開していくプロセスについては、市内事業者間のネットワーク化、交流、話し合い

の場づくりを通じ、具体化させていくことが求められている。 

・多くの事業者にとって、人材の確保は産業振興全般にわたっての課題と捉えられており、新

卒、中途、Ｕ・Ｉターン、外国人等、採用に関する情報発信から住環境、教育環境まで総合

的な施策の展開が求められている。 

・加⻄市に既にある資源を有効に活⽤し、その価値を積極的に発信していくことが必要とされ

ている。 
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５ 課題のまとめ 

 

（１）⼈⼝減少に伴う⼈材不⾜への対応 

 少⼦⾼齢化に伴う年少⼈⼝や⽣産年齢⼈⼝の減少により、地域経済活⼒の低下や医療・福祉

需要の増加に伴う現役世代の負担増加が懸念されます。このため、産業振興による雇⽤の創出

を図り、若者の流出を防⽌するとともに、住宅環境の整備充実など、まちづくり全体の中で住

み良さの向上を図り、他地域からの流⼊を促し、定住を促進していく必要があります。 

 また、人口減少により⼈材不⾜・労働⼒不⾜が深刻化する中においても、経済規模を維持・

拡⼤し、質の⾼い市⺠⽣活や公共サービスを持続させていくためには、⼥性・⾼齢者・外国⼈

等の潜在労働⼒の活⽤や、市内産業の⽣産性向上などに取り組んでいくことが必要です。 

 

（２）基盤産業であるものづくり産業の維持・拡大 

 本市は、全産業のうち、売上と従業者のほぼ半数を製造業が占めるものづくりに特化したま

ちとなっています。一方で事業所アンケートの結果をみると、新型コロナウイルス感染症の影

響により、売上が減少したと回答した企業は全体で約６割である中、製造業では７割近くにの

ぼり、厳しい景況感にあることが伺えます。また、⼈材不⾜や従業員の⾼齢化が経営課題の上

位にあげられています。 

 今後、市内産業の維持・拡大を図っていくためには、本市の基盤産業である製造業をはじめ

とした主要な産業における ICT 利活⽤等による⾼度化を⽀援するとともに、事業承継により

安定的に操業を続けていくことのできる環境づくりや経営⼒の強化が必要です。また、事業規

模の拡⼤を⽀える産業⽤地の拡充が不可⽋です。 

 

（３）危機管理対策の推進 

 令和２年に世界的に拡⼤した新型コロナウイルス感染症により、幅広い産業分野において深

刻な影響を受けており、特に中小・小規模事業者は厳しい経営を強いられています。本計画策

定時においても収束時期が⾒通せない中、この影響を⼗分に踏まえつつ必要な施策を迅速に執

⾏していくことが必要です。また、中⻑期視点をもち、アフターコロナにおけるニューノーマ

ルへの対応支援も進めていく必要があります。 

 本市は、災害が比較的少なく安全な地域と評されていますが、今後予測の困難な自然災害や

さらなる感染症等のまん延などに対応した、事業者における危機管理の推進に取り組んでいく

ことが求められます。 
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（４）労働生産性の向上 

 本市の１⼈当たりの市町⺠総⽣産は、近隣市町や兵庫県平均を下回り、また１⼈当たりの製

造品出荷額においても、兵庫県平均を下回っており、労働生産性の向上が課題となっています。 

 人口減少時代において市内経済の維持・拡大を図っていくには、生産性の向上が大変重要に

なるため、⾼付加価値かつ域外から資⾦を稼ぎ出す製造業の労働⽣産性の向上と、雇⽤吸収⼒

で市内に広がりをもつ商業・サービス業の生産性向上に一体的に取り組んでいく必要がありま

す。 

 

（５）商業・サービス業の維持・活性化 

 本市の商業・サービス業における事業所数・従業者数は減少傾向にあり、特に小売業、規模

の小さい事業所で売上の減少といった課題が顕著となっています。このため、中心市街地にお

ける商業振興はもとより、集落⼈⼝の減少、⾼齢化が加速化する中、郊外における住⺠の⽇常

生活に必要な地域密着の食品スーパー等の⽴地を促進していくことが必要です。 

 また今後、本市の豊かな市⺠⽣活を⽀える商業・サービス業事業者のサービス⼒の維持・向

上のため、既存産業の支援とともに、鶉野⾶⾏場跡地を核とした観光関連産業など、新たなサ

ービス業の⽴地・誘致支援や高付加価値なサービス創出に向けた支援も必要です。 

 

（６）加⻄市のイメージアップを図るプロモーションの推進 

 事業所数、従業者数の減少に⻭⽌めをかけ、加⻄市で働き、住みたいという⼈々の維持・増

加をめざすためには、本市の産業に関わる⼈を育て魅⼒を向上させることについて中⻑期的な

視点も含めて取組を検討していく必要があります。 

 そのため、本市の恵まれた自然環境や歴史文化遺産をはじめ、近年注目を集める熱気球や鶉

野⾶⾏場跡など新たな魅⼒資源も含めて積極的な活用を図り、加⻄市の認知度をさらに⾼めら

れるよう、多様な媒体やふるさと納税の仕組み等を活用した PR など、様々なプロモーション

を展開するとともに、ものづくりとしての都市の魅⼒を強化し、ブランドイメージの確⽴に努

める必要があります。 

 

（７）様々な技術革新への対応 

 少⼦⾼齢化、⼈⼝減少による⼈材不⾜に対応するためには、市内企業の⾼付加価値化、⾼技

術化、労働生産性の向上を推進することが重要です。また、国際的にも脱炭素化の機運が高ま

る中、グリーン化を新たな成⻑機会として、様々な技術⾰新による産業競争⼒の強化、新産業

への転換につなげていく必要があります。そのため、AI、IoT、ロボットの導入、オープンイ

ノベーションの活用、デジタル化を積極的に推進することによって、日々進歩する技術をまち

づくりに取り込み、産業振興につなげていくとともに、人々の生活を支えるサービスが整った

持続可能な地域を創出していくことが求められます。 
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（８）企業⽴地の積極的推進 

 本市の恵まれた⽴地環境により、進出意向をもつ企業は多く、これまで完売状態であった産

業団地の状況に対応し、第 1 次産業振興計画の期間中には、５か所目となる新たな団地の整

備に着手しました。今後、造成工事の推進とあわせ、本市の経済構造とマッチする優良企業の

誘致に努めるとともに、引き続き産業団地の拡充を進めていく必要があります。 

 本市の中核産業である製造業８業種（⾦属製品製造業、プラスチック製品製造業、鉄鋼業、

生産用機械器具製造業、はん用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、輸送用機械器具製造

業、木材･木製品製造業）は地域産業といえますが、その多くが市街化調整区域及び農業振興

地域に⽴地している特異性があります。そのため、法の制約により企業活動が制限されている

⾯があり、特別指定区域制度等の整備を⾏ってきました。今後とも、企業⽴地の可能性がある

区域の先⾏指定など、本制度等の積極的な活⽤を促進するとともに、本市の⽴地ポテンシャル

を最大限に発揮できるよう、土地活用をめぐる様々な課題解決を図り、事業の拡大を支援して

いくことが必要となっています。 

 さらには、本市の企業⽴地環境をさらに向上させていくためには道路交通網の充実が求めら

れており、市内を南北につなぐ「北はりまハイランド構想」の実現、産業団地間をつなぐ幹線

道路の整備推進が求められています。 
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第４章 産業振興計画の方向性 

 

１ 産業振興計画のテーマ 

 

「イノベーションを興す。新しい価値創造への挑戦」 

〜世界の加⻄へ。協創し進化するものづくり都市をめざして〜 

 

 本計画では、本市経済の中核を形成している製造業を中⼼として、異業種間、事業者間の垣

根を越え、新しい組み合わせを試みながら、市内のすべての事業者が新しい価値の創造へ挑戦

する事業環境の整備に取り組むとした第１次産業振興計画の方向性を踏襲し、計画のテーマを

「イノベーションを興す。新しい価値創造への挑戦」と設定します。 

 

 また、SDGｓに対応したグリーン化の動きをはじめ、本格的な人口減少・少子高齢化、技術

革新の進展（AI、IoT、ロボット、５G等）、新型コロナウイルスによる経済や働き方への影響

等といった本市を取り巻く社会経済環境の変化に対し果敢なチャレンジを展開します。 

 そして、加⻄市に関わるすべてのひとと事業者の協創によって発揮する本市ならではの様々

なポテンシャルを活かしつつ、世界をリードするものづくり都市を実現するため、計画テーマ

のサブタイトルを、「〜世界の加⻄へ。協創し進化するものづくり都市をめざして〜」と設定

します。 

 

 

２ 基本目標 

 

（１）次代を拓くイノベーション産業の育成 

 本市の経済を牽引するものづくり産業のデジタル技術の活用やグリーン化による高付加価

値化など、イノベーションを興す取組を⽀援し、新たな価値を創出する⼒を強化します。 

 近年、あらゆる産業において、デジタル技術の活用による付加価値の創出が進んでおり、こ

うした技術の本市経済への取り込みを積極的に進める必要があります。このため、AI、IoT、

ロボット、5G等のデジタル技術の導入、テレワークをはじめとする非接触・分散化、ネット

ワーク化に取り組む事業者等を支援し、市内事業者の稼ぐ⼒の向上を図ります。 

 また、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市内中小・小規模事業者に対しては、デジ

タル化を通じたニューノーマル対応などにより、事業の継続・発展を支援します。 

さらに、SDGｓの達成をめざしたグリーン化の取組を加速させるため、多彩なものづくり企

業が集積する本市の特性を活かし、特徴ある技術・ノウハウの組み合わせ・融合により、新た

な魅⼒を創出させ、持続的な産業発展につながる取組を進めます。 
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（２）地域資源を活かした新たな活⼒の創出 

 本市は、製造業の集積と、利便性が高く事業展開に向けて可能性が⾒込まれる土地を有する

ことを強みとしていますが、人口及び就業者数の減少が進む中、この強みを活かし、さらなる

製造業の集積を維持･拡大する必要があります。このため、工業団地の整備による市外からの

企業誘致の促進に加え、市内⽴地企業の規模拡⼤についても、市街化調整区域における、特徴

ある８業種を中⼼とした特別指定区域制度等の活⽤促進や、さらには特区制度の導⼊も含めた

土地活用の取組により、工場等事業用地の確保を進めます。 

 また、市内での企業の起業・創業についても支援体制を拡充し、新産業、創業企業等の創出・

育成を進めるとともに、事業承継の推進に努めます。 

 

（３）しなやかで持続可能な産業づくり 

人口減少・少子高齢化や国際競争の激化など、事業者を取り巻く環境がめまぐるしく変化す

る中、市内経済の維持・拡大のためには、市内事業者の大半を占める中小・小規模事業者への

きめ細かな支援により経営基盤強化を図り、環境の変化に柔軟に対応する持続可能な産業構造

を形成していくことが課題となっています。 

このため、資⾦調達をはじめ、加⻄市産業活性化センターにおける相談支援等の機能強化や

情報発信などの業務内容の充実を図ります。また、様々な事業継続リスクに応じた支援を進め、

危機管理対応が充実した地域経済の構築をめざします。 

 

（４）多様な人材が活躍するひとづくり 

人口減少、少子高齢化が進む中、市内企業において人材の確保や育成支援は、喫緊の課題と

なっています。 

市内における雇用の推進と人材の定着を促進するため、企業と求職者との橋渡しや UJI タ

ーン⽀援、⼥性の雇⽤・再就職⽀援、⾼度な知識や経験をもつ⾼齢者の活躍⽀援、また、若⼿

経営者や後継者などの人材育成支援などに取り組みます。さらに、新型コロナウイルス感染症

の収束後は、より国際化が進むことが予想されるため、外国人が働きやすく暮らしやすい環境

の整備も進めます。 

また、教育の分野においても、Challenge（挑戦する⼒）、Collaborate（協働する⼒）、Create

（創造する⼒）の３Ｃをキーワードとし、⽣涯にわたって新しい価値を創造できるひとづくり

を加⻄ STEAMで推進します。 
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（５）にぎわい・交流産業の活性化によるかさいのブランドづくり 

本市の歴史や文化、自然をはじめ、様々な地域資源をもとに加⻄市の都市ブランドを創出し、

様々なチャネルを通じて広く発信していくことが重要です。そこで、シティプロモーションや

観光振興のさらなる展開により、住む人、働く人、訪れる⼈に魅⼒的なまちづくりを進めます。 

また、商業・サービス業において、キャッシュレス化等の業務効率化に加え、付加価値の向

上を図り、にぎわいある地域経済の創出をめざします。 
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次代を拓く 

イノベーション 

産業の育成 

■計画の体系 

 

 

 

 
                                
 

 

  

１ 産業支援機能の強化 

２ 危機管理・レジリエンスの強化 

１ 魅力ある商業・サービス業の創出 

２ 新産業創出、起業・創業・事業承継支援 

２ 地域素材を活用した交流の拡大 

計画テーマ 基本目標 基本施策 

２ 若者や女性に対する雇用支援 

１ 人材の確保・人材育成支援 

１ 企業立地の推進 

３ 定住化の促進 

３ シティプロモーションの展開 

サブテーマ 
２ グリーン化による成長・変革支援 

１ デジタル技術の活用推進 
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第５章 産業施策の展開 

 

基本目標Ⅰ 次代を拓くイノベーション産業の育成 

 

＜施策の体系＞ 

基本施策 具体的施策 

（１）デジタル技術の活用推進 

①スマートファクトリーの推進 

②電子商取引（EC）の拡大促進 

③オープンイノベーションの取組促進 

④テレワークの導入支援 

⑤デジタル人材の育成 

⑥熟練技術の承継 

（２）グリーン化による成⻑・変革 

支援 

①事業者の脱炭素化設備の導入支援 

②地域産業（製造業）の支援 

③地域ものづくり産業の技術確⽴⽀援 

④ものづくり分野の研究会等の開催 

⑤農商工観連携の強化 

⑥産業版「地産地消」の推進 

⑦共同⾒本市出展⽀援 

⑧農商工観のビジネスマッチング 

⑨中小企業の⾼度化や振興支援 

 

（１）デジタル技術の活用推進 

■現状と課題 

 デジタル化への社会的な要請が高まる中、今後より一層 AI、IoT、ロボット、５G等の最新

技術の企業経営への浸透、新たなビジネスモデルの登場、グローバル化の進展による企業間競

争の激化等、事業者を取り巻く環境が⼤きく変化していくことが⾒込まれます。事業所アンケ

ートの結果では、デジタル化に取り組む市内事業者は、現状では多くはない状況ですが、時代

の変革に対応した取組を促進し、高付加価値化や生産性向上を図っていくとともに、これまで

培われてきたものづくりの熟練技術の承継にも努めていくことが必要です。 

 

■施策の方向性 

 AI、IoT、ロボット、５G といったデジタル技術導入の積極的な促進を図ることによって、

農・商・⼯各産業分野にわたる事業者の競争⼒、付加価値⼒、⽣産・販売⼒の拡⼤を図り、イ

ノベーションを興し続ける産業としての発展を支援し、さらなる経営基盤の強化を図ります。 
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■具体的施策の展開 

No. 具体的施策 取組内容 備考 

① 
スマートファクトリーの

推進 

市内事業者の抜本的な生産性改善のためのインフラ

として、デジタル化・ICT 導入を進め、事業者のスマ

ートファクトリー化を推進します。 

継続 

② 
電子商取引（EC）の拡大促

進 

新たな市場開拓の取組支援として電子的な商取引

（EC）の拡大に対して支援します。 
継続 

③ 
オープンイノベーション

の取組促進 

事業者や業種の枠を越えた連携により、新たな価値創

出や課題解決を図るオープンイノベーションの取組

を促進するとともに、デジタル技術の活用による新技

術・新製品の活用を促進します。 

新規 

④ テレワークの導入支援 
テレワークの導入を支援し、時間や場所にとらわれな

い多様な働き方を推進します。 
新規 

⑤ デジタル人材の育成 
デジタル人材の育成を支援し、本市産業の持続的な発

展を促進します。 
新規 

⑥ 熟練技術の承継 

熟練者が培ってきた優れた技術・技能を次代の後継者

円滑に活用できるよう、デジタル技術を活用したデー

タ化等を図り、承継を推進します。 

新規 

 

 

（２）グリーン化による成⻑・変革支援 

■現状と課題 

 SDGｓに対応したグリーン化の動きが加速し、社会経済環境が大きく変化する中、市内企業

の大多数を占める中小・小規模事業者が持続的に発展していけるよう時流に応じた経営⼒の向

上を支援していく必要があります。 

 事業所アンケートの結果によると、経営上の問題点としては、新型コロナウイルス感染症の

影響もあり、従業員規模の小さな事業所ほど「販路開拓、集客の確保」や「売上の減少」が上

位にあげられています。また、今後少子高齢化がさらに進展する人口構造をはじめ、相次ぐ自

然災害の発生、深刻化する環境問題、めまぐるしく変わる国際情勢など、事業環境の不確実性

が顕在化しており、こうした状況に柔軟に対応できるよう事業者の成⻑・変⾰への⽀援が求め

られます。このため、市内事業者の強みを活かしたマッチング等による販路拡⼤をはじめ、新

たな魅⼒創出、脱炭素の取組等、時流に応じ付加価値を⾼められる取組への⽀援等が必要とな

っています。 

 

■施策の方向性 

 市内で製造・販売される製品等の情報発信をはじめ、⾒本市・展⽰会への出展、農商工観に

わたる企業間のマッチング支援など、様々な販売チャネルを開拓し支援策の積極的な活用を促

進します。また、2050年におけるカーボンニュートラルを念頭に置いたグリーン化の取組の

促進や、デジタル技術を駆使したビジネスモデルの参入など、新たな成⻑産業の育成を図りま

す。 
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■具体的施策の展開 

No. 具体的施策 取組内容 備考 

① 
事業者の脱炭素化設備の

導入支援 

事業者における地球温暖化対策を推進するとともに、

事業者の持続的成⻑の実現並びに地域産業の振興を

図るため、再⽣可能エネルギー設備または省エネルギ

ー設備の導入を支援します。 

新規 

② 地域産業（製造業）の支援 

⾦属製品製造や電気機械器具製造等をはじめ、独⾃の

ノウハウ・技術に支えられた特徴ある地域産業に対

し、ものづくりセミナーや融資あっせん、人材育成等

の支援を推進します。 

また、市街化調整区域において事業拡張・⽴地を図り

たい企業への特別指定区域制度等を活⽤した⽀援と

して、特徴ある地域産業である製造業８業種を営む事

業所については、拡張規模等の⾯で特に制度の積極的

な活用に努めます。 

継続 

③ 
地域ものづくり産業の技

術確⽴⽀援 

市内には⾼い技術⼒や蓄積されたノウハウを持つ企

業が多数⽴地しており、ものづくり産業の技術として

確⽴し、ブランド化を図るための⽀援を進めます。 

拡充 

④ 
ものづくり分野の研究会

等の開催 

ものづくり分野の若⼿経営者・後継者の交流・議論の

場づくりを⾏い、企業間連携により経営⾰新・技術⾰

新を支援します。 

継続 

⑤ 農商工観連携の強化 

農業の産業化を推進し、製造業の技術を活かした農業

や商業、観光などとの連携を強化することで、各産業

間での相乗効果を発揮し、域内経済の活性化を目指し

ます。 

継続 

⑥ 産業版「地産地消」の推進 

各種事業・イベントを通して、産業版の「地産地消」

の働きかけを⾏うなど、市内事業者同⼠の BtoB を効

果的に進められる仕組みを構築し、市内企業間の受発

注を促進します。 

拡充 

⑦ 共同⾒本市出展⽀援 
販路拡⼤、技術交流、新技術・新製品発表のための⾒

本市への共同出展を支援します。 
継続 

⑧ 
農商工観のビジネスマッ

チング 

仕入先や販売先、アウトソーシング先など、中小企業

間で互いのビジネスを紹介する場を設けマッチング

を⽀援します。また、農業や観光など、今後成⻑が期

待される新たな分野との異業種間マッチングの⽀援

を推進し、BtoB、BtoC間の販路の拡⼤を図ります。 

継続 

⑨ 
中⼩企業の⾼度化や振興

支援 

商工会議所等と連携し、地域の中小企業が事業拡大や

新規雇⽤を⾏うための⽀援を推進します。 
継続 
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基本目標Ⅱ 地域資源を活かした新たな活⼒の創出 

 

＜施策の体系＞ 

基本施策 具体的施策 

（１）企業⽴地の推進 

①既存工業用地の最大活用 

②市街化調整区域における事業拡張・⽴地⽀援 

③新たな産業団地の整備・推進 

④都市計画の変更による産業用地の創出 

⑤⽴地検討企業への人材情報の提供 

⑥空き店舗・空き工場等の適地の活用 

⑦組織横断的な企業誘致の推進 

（２）新産業創出、起業・創業・ 

事業承継支援 

①新成⻑分野ベンチャー企業の誘致 

②創業支援体制の構築 

③新産業創造のための拠点づくり 

④新規事業・新商品開発企業への支援 

⑤市内企業の新たな産業分野参入への支援 

⑥事業承継支援 

 

（１）企業⽴地の推進 

■現状と課題 

 ⾦属製品や電気機械器具、はん⽤機械、プラスチック製品などを主とした製造業が産業団地

を中心に集積しており、市内経済や雇用を牽引する産業となっています。本市経済の活性化の

ためには、製造業の事業を拡大するための工業用地の確保が喫緊の課題となっています。 

 これまで、市内にある４つの産業団地の区画は完売状態となっていましたが、新たに加⻄イ

ンター産業団地の整備を進め、令和２年度より分譲を開始しています。今後、全５⼯区のうち

現在進めている中国⾃動⾞道北側３区画の整備促進を図るとともに、進出を希望する企業ニー

ズに早期に応えるため、南側（３⼯区、５⼯区）の⼟地利⽤規制の緩和に向けた法⼿続きを進

めていく必要があります。 

 また、市街化調整区域に⽴地する製造業の中核となる８業種について、特別指定区域制度等

の整備を⾏ってきましたが、今後のさらなる制度活⽤を促進し、事業拡大を支援していくこと

が必要です。 

 

■施策の方向性 

 製造業が集積し発展してきた本市の特性を活かし、この強みをさらに維持･拡大させていく

には、新しい産業団地の造成による市外からの企業誘致に加え、市内に⽴地する企業の⼯場⽤

地を拡充するための施策が必要とされます。具体的には、都市計画法（市街化調整区域）や工

場⽴地法などの制度の積極的な活⽤に対応した取組を進め、工場用地の確保をめざします。 

 また、企業誘致については、県と連携して交通の利便性や誘致施策の展開を図ります。 
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■具体的施策の展開 

No. 具体的施策 取組内容 備考 

① 既存工業用地の最大活用 

既存の⼯場⽤地での事業拡張等、⼟地の有効利⽤を図

るため、⼯場⽴地法で定める緑地⾯積率等の⾒直しに

よる開発規制の緩和や、産業団地における地区計画の

⾒直しを⾏い、⼯場⽤地を確保します。 

継続 

② 
市街化調整区域における

事業拡張・⽴地⽀援 

市街化調整区域において事業拡張・⽴地を図りたい企

業への特別指定区域制度等を活⽤した⽀援として、市

内の企業間取引が多い事業所に対してより一層の支

援に努めます。 

また、コロナ禍を契機とし密を回避する企業の地方へ

の移転や起業、災害発生リスクの高い沿岸部等からの

移転の流れを積極的に⽀援します。 

拡充 

③ 
新たな産業団地の整備・推

進 

市内に産業団地等を拡充するため、新たに用地造成し

企業誘致を進めます。併せて企業の進出への意欲を高

めるため、企業⽴地に関する奨励措置を充実し、産業

団地等の企業誘致を促進します。 

特に、加⻄インター産業団地については、ほ場整備事

業との整合性を図りつつ、加⻄ IC北側の第 1 期事業

に引き続き、南側の第2期事業を推進します。 

継続 

④ 
都市計画の変更による産

業用地の創出 

市街化区域の低未利⽤地や市街化調整区域であるが

既に事業所集積が⾒られる地域、交通利便性に優れた

産業⽤地の適地において、⽤途地域の⾒直しや市街化

区域への編⼊など、都市計画の⾒直しにより産業⽤地

としての活用を可能にし、企業進出を促進します。 

継続 

⑤ 
⽴地検討企業への⼈材情

報の提供 

⽴地検討企業への⼈材・労働⼒に関する情報提供の充

実を図ります。 
継続 

⑥ 
空き店舗・空き工場等の適

地の活用 

空き店舗・空き工場等の適地のデータベースへの登録

の推進と補助⾦の活⽤により、有効利⽤を図ります。 
継続 

⑦ 
組織横断的な企業誘致の

推進 

トップセールスとともに、庁内の組織横断的な連携に

より企業誘致を進めます。目的や分野により柔軟な連

携を図り、企業誘致活動を積極的、効果的に⾏います。 

継続 

 

 

（２）新産業創出、起業・創業・事業承継支援 

■現状と課題 

 本市の産業を持続的に発展させていくためには、既存産業の支援を強化するとともに、市内

における新産業の創出や創業を支援し、新たな価値創造の取組を促進していく必要がありま

す。新たな企業や人材は、既存産業との連携や将来の地域産業の核となり得る可能性があるた

め、資⾦⾯や情報⾯に加え、創業⽀援事業計画や販路開拓等を含めたノウハウを包括的にカバ

ーしつつ、きめ細かで継続的な支援体制を構築していくことが必要です。 

 また、市内事業者が安定的に事業を引き継ぎ、持続的に発展していくことは、地域経済の基

盤として、最も⼤切な要素の一つと考えられます。事業所アンケートの結果では、半数以上の

事業者が後継者はいないか未定と回答しており、市内にある優れた技術・技能やノウハウを継
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承していくためにも、今後も事業承継に係るきめ細かな取組を進めていく必要があります。 

 

■施策の方向性 

 市内中小・小規模事業者の事業拡大（新規事業への進出、新商品開発、地域ものづくり産業

の技術確⽴など）への取組⽀援を⾏うとともに、創業の育成⽀援を⾏うなど、きめ細かな支援

体制を構築しながら、新たな価値創造のためのイノベーションへの取組を進めます。また、市

外から新成⻑分野を担うベンチャー企業などを誘致することで、市内産業の幅に厚みを持た

せ、域外市場から稼ぐための⼒を強化していきます。 

 さらに、中小・小規模事業者の貴重な経営資源や、雇用・技術を次代に引き継いでいくため、

円滑な事業承継を⽀援します。 

 

■具体的施策の展開 

No. 具体的施策 取組内容 備考 

① 
新成⻑分野ベンチャー企

業の誘致 

今後成⻑が⾒込まれる新分野（先端ものづくり、農業、

ICT関連、観光・スポーツ、ヘルスケア・教育サービ

ス等）の産業のベンチャー企業を誘致し、有数のもの

づくり基盤を有する市内企業との連携を進め、市内経

済の活性化を図ります。 

継続 

② 創業支援体制の構築 

商⼯会議所や⾦融機関等と連携し、創業希望者に対し

て創業サポート相談窓口や創業支援相談窓口などを

設置し、相談や融資に対する支援、起業プログラムの

提供を⾏います。また、ビジネスコンテストを開催し、

起業機運を高めるとともに、受賞者のフォローアップ

体制の構築により、効果的な支援を図ります。 

拡充 

③ 
新産業創造のための拠点

づくり 

新成⻑分野ベンチャー企業の誘致先や創業拠点とし

て、インキュベーション施設やシェアオフィス等の設

置を進めます。 

継続 

④ 
新規事業・新商品開発企業

への支援 

新規事業展開、新商品開発など新たな取組を⾏う企業

への支援を強化します。イノベーションを促進するた

め、公的資⾦助成・補助のみならず、⼤学や取引先企

業との共同研究推進や研究会、展示会、ビジネスマッ

チング、融資・投資のマッチングなど、ソフトなネッ

トワークやマッチングを⾏う仕組みを構築します。 

拡充 

⑤ 
市内企業の新たな産業分

野参入への支援 

今後成⻑が⾒込まれる新分野（先端ものづくり、農業、

ICT関連、観光・スポーツ、ヘルスケア・教育サービ

ス等）への取組を⾏う企業への⽀援を強化します。 

継続 

⑥ 事業承継支援 

中小企業経営者が高齢化していく中、事業承継するこ

とを望む経営者のニーズに応え、課題解決につなげる

ためのセミナー等を開催します。 

継続 
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基本目標Ⅲ しなやかで持続可能な産業づくり 

 

＜施策の体系＞ 

基本施策 具体的施策 

（１）産業支援機能の強化 

①市内企業訪問による情報交換 

②産業活性化センターの機能充実 

③商工会議所部会活動における交流促進 

④制度融資の充実 

⑤商工業の経営相談会の実施 

（２）危機管理・レジリエンスの 

強化 

①伴走型によるきめ細かな経営支援 

②買い物利便性の向上と消費需要の喚起 

③事業継続計画（BCP）策定の支援 

 

（１）産業支援機能の強化 

■現状と課題 

 本市の事業所の大部分を占める中小・小規模事業者は、本市経済を支える重要な役割を果た

していますが、中小・小規模事業者は⼤企業に⽐べ「⼈」「もの」「資⾦」のいずれの経営資源

についても充分ではないため、事業の持続的発展への支援が必要となっています。 

 事業所アンケートの結果では、今後重要と思う産業支援策として、「小規模事業者への運営

支援」が 56.8％と半数を超え第２位の回答となっており、今後ともきめ細かな支援策の充実

が求められます。 

 本市では、平成 29年度に加⻄商⼯会議所と連携して、産業⽀援拠点「加⻄市産業活性化セ

ンター」を設置し、産業⽀援情報の発信をはじめ、各種セミナーの実施、補助⾦の⽀援、経営

相談等市内事業者の発展を図る総合的な取組を推進しています。 

 地域経済の発展のためには、大企業が生み出す経済効果に頼るだけでなく、中小・小規模事

業者の⼒が様々な分野で発揮され、市内取引・市内消費の拡⼤により市内産業が活性化するこ

とが不可⽋です。地域の活⼒の源泉である中⼩・小規模事業者の発展のため、引き続き総合的

な産業支援機能を強化し、地域経済の活性化をめざす必要があります。 

 

■施策の方向性 

 加⻄市産業活性化センターの機能強化を図り、情報発信の強化、⾦融⽀援、取引拡⼤⽀援、

⽴地⽀援、経営⾰新⽀援、技術⾰新⽀援及び従業員の確保・育成⽀援を総合的・体系的に実施

することにより、中小・小規模事業者の発展を図ります。 
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■具体的施策の展開 

No. 具体的施策 取組内容 備考 

① 
市内企業訪問による情報

交換 

市内事業者を定期的に訪問し、経営や雇用の状況、支

援施策の要望等をヒアリングし、個別企業のニーズに

マッチする国・県・市の産業施策等について情報提供

を⾏います。 

継続 

② 
産業活性化センターの機

能充実 

商工会議所と連携して、中小企業に対して産業支援情

報を発信し、専門家によるアドバイスや起業･創業相

談、セミナーや補助⾦などのものづくり産業への⽀

援、従業員の確保・育成支援などを総合的・体系的に

実施します。 

拡充 

③ 
商工会議所部会活動にお

ける交流促進 

業種別の各部会における経営者相互の情報交換や研

修会等への参加による交流を促進します。 
継続 

④ 制度融資の充実 

事業者の経営安定を図るため、事業者向けの制度融資

の拡充に努めます。国・県をはじめとする関係機関の

情報収集にも努め、適切な制度融資の利⽤促進を図り

ます。 

継続 

⑤ 
商工業の経営相談会の実

施 

中小企業診断士による市内の商工業を対象とした経

営相談会を実施します。 
継続 
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（２）危機管理・レジリエンスの強化 

■現状と課題 

 事業所アンケートの結果をみると、近年の売上は、規模が小さいほど減少傾向か、あるいは

横ばいとの回答が多くなり、厳しい景況感が伺えます。また、新型コロナ以前と比べて売り上

げが減少したと回答した事業者は約６割となっており、経営基盤の弱体化が懸念されるため、

経営の安定化に向けセーフティネットとしての機能を意識した⽀援の充実に取り組んでいく

ことが必要です。さらには、このような感染症のまん延をはじめ、大規模な自然災害の発生等

に対応した、危機発生時の事業継続に向けた対策の推進に取り組んでいくことが求められま

す。 

 

■施策の方向性 

 経営の安定化に向けた資⾦確保や各事業者の課題に寄り添ったきめ細かな経営相談等、セー

フティネットとしての機能を意識した支援の充実に取り組むとともに、地震や大火災、新型感

染症の流⾏などの緊急事態に備え、事業の継続や事業の速やかな再開を⾏うための準備を促進

し、危機的な状況にも柔軟に対応できるレジリエンスの強化に努めます。 

 

■具体的施策の展開 

No. 具体的施策 取組内容 備考 

① 
伴走型によるきめ細かな

経営支援 

県や商⼯会議所、⾦融機関等との連携を強化し、事業

者に対し、伴走型によるきめ細かな支援を実施しま

す。 

新規 

② 
買い物利便性の向上と消

費需要の喚起 

新型コロナウイルス感染症拡大により大きな打撃を

受けた商店等への活性化⽀援や利便性向上⽀援によ

り、買い物客の需要喚起や回復した需要への対応を促

進します。 

新規 

③ 
事業継続計画（BCP）策定

の支援 

⾃然災害や感染症流⾏等の有事における市内事業者

の事業継続を支援するため、BCP の普及・啓発及び

策定支援を進めます。 

新規 
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基本目標Ⅳ 多様な人材が活躍するひとづくり 

 

＜施策の体系＞ 

基本施策 具体的施策 

（１）人材の確保・育成支援 

①ふるさとハローワーク、加⻄市雇⽤開発福祉協議会との連携 

②ふるさとハローワークの周知と利⽤促進 

③市内企業への就職促進ためのセミナー、インターンシップ等への取組 

④市内企業の就職情報発信 

⑤国や県との連携強化（雇用対策協定等） 

⑥外国人技能実習生等の就業・生活環境の改善支援 

⑦副業・兼業人材の活用 

（２）若者や⼥性等に対する 

雇用支援 

①市内企業への高校生の就職支援 

②働く⼥性の雇用の推進 

③子育て世帯の負担軽減 

④子育て⼥性への就職支援 

⑤魅⼒的な職場づくりへの働きかけの推進 

⑥ポストコロナ時代の新しい働き方推進拠点の整備・充実 

（３）定住化の促進 

①UJI ターンの促進 

②住宅分譲地の整備と支援 

③住宅補助制度の活用の PR強化 

④勤労者の定住促進 

⑤空き家バンク、空き家改修による定住、リモートワークの促進 

⑥お試し滞在の助成による定住促進 

⑦官⺠連携による脱炭素社会（⾃⽴分散型エネルギーシステムの構
築など）の実現 

⑧加⻄ STEAM教育の推進 

⑨市内高等学校への活性化支援 

⑩広域連携・公⺠連携の推進 

 

（１）人材の確保・育成支援 

■現状と課題 

 ⼈⼝減少、少⼦⾼齢化の進展に伴い、多くの分野で⼈材不⾜が深刻化しています。また、市

内在住の従業者のうち、市外に勤務する従業者の割合は増加傾向にあり、希望の職種や働きや

すい職場環境を求めて市外へ流出していることが考えられます。 

 事業所アンケートの結果においても、経営上の問題点について、「⼈材不⾜・⼈材育成」「従

業員の高齢化」といった人材に関する課題が最も高くなっており、各事業者のニーズにマッチ

した様々な人材の確保に対する支援が必要となっています。 

 本市では、加⻄市ふるさとハローワークにおいて職業相談・職業紹介業務を⾏っています。



69 

また、就職情報サイト「UJIターン就職情報ナビ」、就職情報誌「FIT IN」の出版により若年

層を中⼼に広く就職情報の提供を⾏っています。 

 しかし、依然多くの中⼩・⼩規模事業者においては、⾃社の魅⼒を⼗分に発信できていない

状況があり、今後とも市内企業の情報の周知を図るとともに、事業者と就職希望者を繋ぐマッ

チング機会の充実等により、⼈材不⾜の解消を図っていく必要があります。 

 

■施策の方向性 

 就職を希望する人に、市内で働くイメージを持ってもらうために、特色を持つ企業の情報や

体験する機会を拡充するとともに、すべての⼈材が能⼒を⾼め、その能⼒を存分に発揮できる

よう、⼥性・若者・⾼齢者・障害者等の活躍推進などにより⼈材⼒の強化を図ることも求めら

れています。また、活⼒ある産業の発展のためには、外国⼈の活躍の場を増やしていくことが

重要です。 

 そのために、ハローワークや商⼯会議所、加⻄市雇⽤開発福祉協議会などとの連携を図り、

アフターコロナにおける動向を⾒据えつつ、市内企業の求職情報の「⾒える化」による確実な

情報提供のための体制づくりや人材育成、外国人が働きやすく暮らしやすい環境の整備等を通

じて、すべての人が活躍できる環境づくりを推進します。 

 

■具体的施策の展開 

No. 具体的施策 取組内容 備考 

① 

ふるさとハローワーク、加

⻄市雇⽤開発福祉協議会

との連携 

加⻄市とハローワーク⻄脇と連携して「加⻄市ふるさ

とハローワーク」を設置しており、職業相談・職業紹

介等のサービスを提供しています。また、加⻄市雇⽤

開発福祉協議会と連携して、最新の就職情報の発信に

努めます。ハローワーク⻄脇と加⻄市雇⽤開発福祉協

議会との３者連携で、合同就職面接会の開催を継続す

るとともに、アフターコロナを⾒据え、オンラインに

よる説明会・面接会等の実施を図ります。 

拡充 

② 
ふるさとハローワークの

周知と利⽤促進 

ホームページや広報誌等で、市内で職業相談・職業紹

介等のサービスを受けることができる「加⻄市ふるさ

とハローワーク」の認知度の向上と利⽤促進に努めま

す。 

継続 

③ 

市内企業への就職促進た

めのセミナー、インターン

シップ等への取組 

市内企業と学生のマッチングによる市内企業との関

わりの強化に取り組みます（高校・大学と地元企業間

との連絡調整、インターンシップコンテンツの作成及

び実施支援、職場体験機会の提供、セミナーの開催

等）。 

拡充 

④ 市内企業の就職情報発信 

就職情報サイトの活用等により、広い地域の学生に市

内の企業情報や求人情報を発信し、人材の確保を図り

ます。 

継続 

⑤ 
国や県との連携強化（雇用

対策協定等） 

改正雇⽤対策法施⾏後、市町村では全国で初めて締結

した兵庫労働局、ハローワーク⻄脇との雇用対策協定

に基づき、雇用や人材確保において国や県との連携強

化を図ります。 

継続 
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⑥ 
外国人技能実習生等の就

業・生活環境の改善支援 

外国人技能実習生が勤務する産業団地・事業所周辺の

空き家を社宅として利⽤するシェアハウス（⼀般⼾建

て住宅）、寮、共同住宅への⽤途変更を可能にする特

別指定区域制度を創設し、職住が近接し安全で住みや

すい生活環境の改善を支援します。 

新規 

⑦ 副業・兼業人材の活用 

副業・兼業を解禁する企業の増加や副業・兼業を希望

する雇用者ニーズの増加等、変化する多様な働き方へ

の対応を促進し、人材の確保や地域経済の活性化をめ

ざします。 

新規 

 

 

（２）若者や⼥性等に対する雇⽤⽀援 

■現状と課題 

 本市では、20 歳代における転出超過が続いており、就職等により市外へ転出する人が多い

傾向がみられます。また、サービス業など⼥性が希望する職種が少なく、市外へ職を求め転出

する人が多いことが伺えます。このため、市内企業の持つ魅⼒を発信し、若者や⼥性の希望に

合致した雇用を確保・創出していくことが課題といえます。 

 また、企業を取り巻く環境がめまぐるしく変化する中、労働者一人ひとりが環境変化に柔軟

に対応して活躍できるよう、スキルアップ⽀援等を⾏うとともに、ワーク・ライフ・バランス

の啓発等を通じて、⼥性や⾼齢者等多様な人材が仕事と生活のバランスをとりながら働き続け

ることができる雇用環境の実現が求められます。 

 

■施策の方向性 

 安⼼して暮らし続けるための基本となる経済的な安定を得るため、若者・⼥性等の雇⽤や仕

事の創出を図り、市内への定住促進の取組を推進します。 

 雇用や就業の確保にあたっては、一人ひとりの希望に対する職種・事業等のマッチングへの

配慮やテレワーク等の新しいワークスタイルの導入などを図ることで、地域産業の将来にわた

る競争⼒の⽀えとなる、また、地域の活⼒を⽣み出す若者や⼥性等の⼈材確保を進めます。 

 

■具体的施策の展開 

No. 具体的施策 取組内容 備考 

① 
市内企業への高校生の就

職支援 

市内企業における地域内の雇用を促進するため、市内

企業の広報を進めるともに、新規の正規採用者につい

て企業へのインセンティブの付与を検討します。 

継続 

② 働く⼥性の雇⽤の推進 

⼥性が出産・育児と仕事の両⽴をできるよう、⼥性の

正規雇⽤の拡充を推進する企業に対しての⽀援を⾏

います。 

継続 

③ 子育て世帯の負担軽減 

上下⽔道等の⽣活費の減免をはじめ、３〜５歳児の保

育料及び副⾷費の無償化等により保護者の負担軽減

を図るとともに、小規模保育所や児童館の設置等によ

り、地域の多様な保育ニーズに対応した環境を整えま

す。また、産婦人科を設置するなど、安心して子ども

を生み、育てられるまちづくりを進めます。 

拡充 
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④ ⼦育て⼥性への就職⽀援 
再就職のための住宅⽀援情報、求⼈情報の提供、就職

支援セミナーの開催等による就職支援を推進します。 
継続 

⑤ 
魅⼒的な職場づくりへの

働きかけの推進 

市内企業へ働きやすい魅⼒的な職場づくりの重要性

を周知し、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた

働きかけを推進することで、就労環境の改善を目指し

ます。 

継続 

⑥ 

ポストコロナ時代の新し

い働き方推進拠点の整備・

充実 

ポストコロナ時代に対応するとともに、加⻄市に住

み、働き続けられる環境の充実を図るため、テレワー

クセンターと屋内遊戯施設が一体となった「かさいこ

ども広場＆パパママオフィス『アスも』」を整備し、

子育てにやさしい多様な働き方を可能とします。ま

た、ワーク・ライフ・バランスや⼥性の活躍の推進、

地方移住希望者が移住先を決めるための拠点として

機能の強化を図ります。 

新規 

 

 

（３）定住化の促進 

■現状と課題 

 少子高齢化の進展、社会動態での転出者の増加を背景に、人口の減少が続いています。市内

からの転出者を抑制し、市内居住者の定住化を促進するとともに、市外からの移住者を促進す

る取組が求められています。 

 本市では、若者の移住・定住を促すため、住宅の滅失が進んだ集落の活⼒再⽣をめざした住

宅地整備をはじめ、若い世帯を対象とした住宅補助、空き家バンク制度や空き家改修による空

き家の利活⽤の促進等に取り組んでいます。 

 今後とも雇用の確保とともに、市内各⼩学校区を基本とした優良な住宅・宅地の確保と空き

家の活用の促進等により一層取り組んでいく必要があります。 

 また、加⻄市らしさを活かした特⾊あるまちづくりとひとづくりを⼀体的に推進し、新たな

魅⼒創出と PR によって定住を促進していくことも必要となっています。 

 

■施策の方向性 

 優良な住環境を提供するため、空き家バンク制度の活⽤を図るとともに、市内に居住するた

めに活⽤できる住宅補助制度の PR等を強化します。また、若者が住みやすい住宅分譲地の整

備を進め、市外からの移住を促進するために、空き家を活用したお試し滞在施設や地域交流拠

点施設等の設置を進めます。 

 さらに、ゼロカーボンシティ宣⾔に基づく脱炭素のまちづくりの推進や、加⻄ STEAM教育

及び高等学校との連携といった特色あるひとづくりの取組等を通じて定住の促進を図ります。 
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■具体的施策の展開 

No. 具体的施策 取組内容 備考 

① UJI ターンの促進 

定住促進に関する窓口を設置し総合的な対応を⾏いま
す。また、返還している奨学⾦への助成により UJI ターンによ

る定住促進を図ります。 
継続 

② 住宅分譲地の整備と支援 

各小学校区のコミュニティを維持するため、市街化調整区域

内においては地区計画、特別指定区域制度等を活用し、

若者世帯が住みやすい住宅分譲地を整備します。 
また、遊休地等を活用した各地域での数⼾程度のミニ住宅

団地造成についても支援します。 

継続 

③ 
住宅補助制度の活用の PR

強化 

新婚世帯向け家賃補助制度、定住促進住宅補助制度の

さらなる活用のための PR を強化します。 継続 

④ 勤労者の定住促進 

市内事業所で働く正規雇用者の市内への定住促進を図る

ため、勤労者の住宅取得に対する補助の実施や、市街化

調整区域の事業所周辺で定住が可能となる特別指定区

域制度の活用を図ります。また、市街化調整区域において
事業拡張・⽴地を図りたい企業への特別指定区域制度等

を活用した支援として、市⺠雇⽤が多い事業所の拡張規

模等の面で特に制度の積極的な活用に努めます。 

継続 

⑤ 

空き家バンク、空き家改修に

よる定住、リモートワークの促

進 

⾏政の機能(居住希望者と地域住⺠との調整)と市内不動

産事業者の強み（調査・仲介・情報発信等）を活かした

空き家バンク制度を運営します。また、リフォーム等の空き家
改修費用の一部を助成するとともに、リモートワーク等の事

業活動や地域交流拠点施設としても利活⽤できるよう、制

度の拡充や規制緩和を図ります。 

拡充 

⑥ 
お試し滞在の助成による定住

促進 

地域の歴史や文化に触れる機会を提供することで、市外か
らの移住を促進するため、移住を希望する方が、市内の宿
泊施設で一定期間滞在する費用の一部を補助するほか、

空き家を活用したお試し滞在施設を設置します。 

継続 

⑦ 

官⺠連携による脱炭素社会

（⾃⽴分散型エネルギーシス

テムの構築など）の実現 

若者の流出防⽌や移住・定住の促進を図るため、ゼロカー

ボンシティ宣言による脱炭素社会の実現をまちづくりの一環と

して位置づけ、⾃⽴分散型エネルギーシステムを構築し、エ
ネルギーの地産地消を実現するなど、次世代の技術を活用

した環境にやさしい魅⼒的な住空間を創出します。 

新規 

⑧ 加⻄ STEAM教育の推進 

体験の中でさまざまな課題をみつけ、クリエイティブな発想で
問題解決を創造、実現していくための手段を身につける教
育である加⻄ STEAM教育の推進を図り、郷土への愛着
や誇りを育み、次代の担い手を育成します。 

新規 

⑨ 
市内高等学校への活性化支

援 

人口減少、少子高齢化が続く中、市内に２校ある高等学
校のゼミや交流事業といった各校の特性に合わせた活動を

促進することによって活性化を支援し、人口減少対策や地

域の活性化につなげていきます。 

継続 

⑩ 広域連携・公⺠連携の推進 

人口減少と急速な少子化・高齢化は、本市を含む広域圏
域全体の課題となっているため、北播磨広域定住⾃⽴圏・

播磨圏域連携中枢都市圏における連携自治体と協⼒し

取り組むとともに、包括連携協定により企業や学校等と幅
広く連携し、⺠間活⼒の推進による地域活性化を実現しま
す。 

継続 
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基本目標Ⅴ にぎわい･交流産業の活性化によるかさいのブランドづくり 

 

＜施策の体系＞ 

基本施策 具体的施策 

（１）魅⼒ある商業・サービス業の 

創出 

①にぎわい施設の進出支援 

②サービス業の充実と進出支援 

③電子商取引（EC）の拡大促進（再掲） 

④ICT活用によるサービスの向上 

⑤空き地を活用した市内店舗等の活性化支援 

（２）地域素材を活⽤した交流の 

拡大 

①田舎ツーリズム体験の促進 

②「sora かさい」を核とした鶉野⾶⾏場跡地周辺の整備と活用 

③観光拠点のネットワーク化 

④北条地区等歴史的町並みの継承・保存 

⑤北条鉄道等、公共交通の利⽤促進 

⑥スポーツと他産業の連携 

⑦農産物のブランド化 

⑧地産地消の推進 

⑨スマート農業の推進 

⑩高付加価値品種の育成・６次産業化、 
農商工連携による特産品開発 

⑪道の駅の整備検討 

⑫産業観光の推進 

（３）シティプロモーションの展開 

①シティプロモーションの推進 

②かさいまちあそびの推進 

③加⻄ STEAM教育を通じたシビックプライド（ふるさとへの愛着や誇
り）の醸成 

④ものづくり文化を活かした新しいものづくりブランドの構築 

 

（１）魅⼒ある商業・サービス業の創出 

■現状と課題 

 本市では、商業・サービス業における事業所数・従業者数は減少傾向にあり、市⺠にとって

⾝近な買い物環境の魅⼒低下や域内需要の縮⼩が懸念される状況となっています。これまで、

商業施設やホテルの誘致を進めてきたほか、空き店舗の活用促進等に努めていますが、今後も

引き続き本市の地域性を活かした商業・サービス業等の振興を通じて、にぎわい環境の維持・

創出を図っていく必要があります。 

 また、インターネット等を利⽤した電⼦商取引（EC）の規模は拡大傾向にあり、技術の発展

などに伴いその形態も多様化しています。こうした中、インターネットを活用した SNS によ

る情報発信や、EC、キャッシュレスへの対応などを進めることにより、実店舗のみにとどま

らない、新たな販路拡⼤や価値・品質の⾒える化、サービス提供プロセスの改善などに取り組
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んでいく必要があります。 

 

■施策の方向性 

 本市の経済構造は、主に製造業が市外からの外貨を獲得する役割を担い、商業・サービス業

が地域内で経済を循環させ、地域経済を支える役割を担っています。こうした域内経済のさら

なる好循環を築いていくため、市内の企業間取引（受発注）の拡大や市内サービス業への支援

強化に努め、市内取引・市内消費の拡大を目指します。また、中心市街地や周辺地域の各拠点

への新たなサービス業や商業施設等の進出を支援するとともに、ICT の活用を促進すること

で、域内需要を活性化するだけでなく、市⺠⽣活における利便性の向上を図ります。 

 

■具体的施策の展開 

No. 具体的施策 取組内容 備考 

① にぎわい施設の進出支援 

にぎわいのある空間を創出するため、魅⼒ある商業施設や

娯楽・リゾート施設の誘致を図り、地域の活性化と生活の

利便性の向上を図ります。 
拡充 

② サービス業の充実と進出支援 

市内サービス業への相談や情報提供、融資などの支援に加
えて、空き店舗対策やテナントミックス事業を推進し、質の高
い商業・サービスの集積を目指します。また、ICTやデザイン

など、既存企業への波及効果が期待できる新たなサービス

業の進出支援に努めます。 

拡充 

③ 
電子商取引（EC）の拡大

促進（再掲） 

新たな市場開拓の取組支援として電子的な商取引

（EC）の拡大に対して支援します。 継続 

④ 
ICT 活用によるサービスの向

上 

インターネットを活用した SNS による情報発信や、キャッシュ
レスへの対応等を進めることにより、価値・品質の⾒える化、

サービス提供プロセスの改善等に取り組みます。 
新規 

⑤ 
空き地を活用した市内店舗

等の活性化支援 

市内の空き地を流動させ、店舗等を建築して地域活性化

を図るため、自己の所有する土地を店舗等の建築を条件と

して売却した際に、譲渡所得を一定額補助します。 
継続 
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（２）地域素材を活⽤した交流の拡⼤ 

■現状と課題 

 本市は、法華⼭⼀乗寺、五百羅漢、⽟丘史跡公園（⽟丘古墳群）、鶉野⾶⾏場滑⾛路跡をは

じめとする戦争遺跡群（フィールドミュージアム）、北条の宿、北条鉄道等、様々な伝統的･歴

史的資産の蓄積があります。近年では、空を舞台に平和を象徴する⾊とりどりの熱気球が、加

⻄市のシンボルとして注目を集めるほか、“カサイチ”の愛称で親しまれるサイクリングコース

の充実、美しい並木道等の豊富な写真撮影スポット、地域特産を活かした食・酒など、新たな

魅⼒資源を求め、多くの観光客が訪れるようになっています。 

 今後も、積極的なシティプロモーションを推進しながら、自然環境や歴史文化遺産など、豊

富な地域資源を⼗分に活⽤し魅⼒あるまちづくりを通じて、市内外・国内外問わず、加⻄市に

関⼼を持ち、加⻄市に関わりたいと思う、加⻄市のファンづくりを進めていく必要があります。 

 

■施策の方向性 

 豊富な地域資源や潜在⼒を発掘して、さらに魅⼒を磨くとともに、対象となるターゲットを

明確にした効果的な集客により観光⼊込客を拡⼤し、様々な交流⼈⼝の増加を図ります。 

また、都市部から繰返し訪問するリピーターを中⼼に、関係⼈⼝の創出に努め、⻑期滞在から

二地域居住や定住化など移住促進を図るほか、マッチング支援の強化により市外からの定住化

の誘導を進めます。 

 

■具体的施策の展開 

No. 具体的施策 取組内容 備考 

① 田舎ツーリズム体験の促進 

農家⺠泊も含めた田舎体験プログラムの実施により、地域

振興を図るとともに、地域の魅⼒を発掘し高めることで、UJI
ターンを促進します。 

継続 

② 

「sora かさい」を核とした鶉野

⾶⾏場跡地周辺の整備と活

用 

鶉野⾶⾏場跡地を一体的に整備し、市内外観光客と地

域住⺠との交流の場を創出します。 
また、「sora かさい」を核に地域活性化を図るとともに、関連

地域との広域連携に積極的に取り組みます。 

拡充 

③ 観光拠点のネットワーク化 

観光拠点のネットワーク化を図るため、ルート化、交通アクセ

スの整備、無料Wi-Fi スポット整備などを進めるとともに、市

内の宿泊施設と連携し、滞在型の観光を推進します。 
継続 

④ 
北条地区等歴史的町並みの

継承・保存 

北条地区(旧市街地)の街道筋で、歴史的な街並みを残し

ている区域について、地域住⺠と⾏政の協働で、旧市街地

の歴史的街並みを継承、保全することで交流⼈⼝の拡大を

目指します。 

継続 

⑤ 
北条鉄道等、公共交通の利

用促進 

北条鉄道各駅へのアクセスをコミュニティバス等で確保し、公
共交通ネットワークを構築します。利便性を高めるため、コミ
ュニティバスの運賃割引等を図ります。 

継続 

⑥ 
スポーツ・芸術文化と他産業

の連携 

交流⼈⼝の拡大が⾒込めるスポーツイベントやゴルフ場、あ
るいは芸術文化事業等と、地域の食や観光など他産業が
連携し、地域に新たな収益機会を創出します。 

継続 

⑦ 農産物のブランド化 

トマト、イチゴ、ぶどう、にんにく等の地元特産品や、地元特
産品を使用した加工食品の生産を拡大し、農産物のブラン

ド化を推進するとともに、市内レストランでの料理の提供な

継続 
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ど、地元ブランド品による加⻄市の知名度アップを推進しま
す。 

⑧ 地産地消の推進 
地元農産物を⾷材利⽤する事業者への支援や学校給食
への食材提供等、地産地消の取組を推進します。 

継続 

⑨ スマート農業の推進 
ICT を活用し、スマート農業として野菜等の施設園芸の普

及促進を図り、今後の農業の核として育成します。 
継続 

⑩ 

高付加価値品種の育成・６

次産業化、農商工連携によ

る特産品開発 

１次産業としてだけでなく、加工品販売等の６次産業化も

視野に入れた、高付加価値を生む品種の生産者に対して
支援を⾏います。加⻄市、加⻄商⼯会議所、JA兵庫みら
いの三者で組織する加⻄ブランド協議会や観光協会との連

携により、加⻄のブランド⼒向上に取り組みます。 

継続 

⑪ 道の駅等の整備検討 

鶉野⾶⾏場跡への観光及び平和学習としての来訪者があ
る一定増えてきている中、さらなる地域振興と交流促進を目

指し、加⻄市の特性と特色ある地域資源や DX を活用した

商業機能を有する道の駅等の整備について、調査・検討を

⾏います。 

新規 

⑫ 産業観光の推進 

加⻄市の自然や歴史文化資源のみならず、製造業が集積

する環境を活かしたオープンファクトリーを実施し、ものづくり産

業への理解や興味・関心を高めるなど、特色ある産業観光
の推進を図ります。 

新規 

 

 

（３）シティプロモーションの展開 

■現状と課題 

 本市のブランド⼒を向上するには、本市のもつ魅⼒（⼦育て環境の良さ、⽣活環境の良さ、

産業環境の良さ、⾃然・歴史環境の良さ）を、市外に居住する⼈たちに広く認知してもらうこ

とが重要です。そのため、市制 50周年をきっかけとして、平成 28年度よりまちの魅⼒を発

信するシティプロモーション「イーナカサイ」を実施しており、まちの魅⼒の発掘や市内外へ

の PRを総合的に推進しています。また、令和２年度のふるさと納税寄付額は約 53億円で全

国９位となり、本市の特産品の魅⼒が確認されました。 

 今後とも市⺠と⾏政が協⼒し、シティプロモーションを強化しながら、シビックプライドの

醸成を図るとともに、地域産業のブランド化に努めていく必要があります。 

 

■施策の方向性 

 シティプロモーションの強化により、加⻄市の魅⼒や特色ある施策を戦略的に広報し、市外

居住者に対するイメージ・認知度の向上に努めます。 

 また、市⺠に対しては、地域の将来を担う⼦どもたちにふるさとの魅⼒に気づかせ、愛着を

深めるための取組を進め、シビックプライドの醸成を図ります。 

 地域産業のブランド化にあたっては、本市の特色ある特産品や地元農産品を使用した６次産

業化を進めるとともに、地元農産物を利⽤したオリジナルメニューの開発や学校給⾷の取組等

を推進します。さらには、製造業が集積する本市の特性を活かしたものづくりブランドとして

の取組を推進します。 
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■具体的施策の展開 

No. 具体的施策 取組内容 備考 

① シティプロモーションの推進 

シティプロモーションビジョンに基づき、本市のブランドコンセプト

である「イーナカサイ」を内外に積極的に発信し、本市の認

知度やイメージの向上を図り、関係人口及び交流⼈⼝の増

加を図るとともに、移住・定住を促進します。 
また、市内の企業や団体が⾏うシティプロモーション事業を支

援します。 
併せて、子どもたちに対しても、本市の持つ魅⼒を様々な方
法で PR することにより、本市に対する愛着・誇りを育み、将

来市内で働きたい・住み続けたいと思う気持ちの醸成を図り

ます。 

拡充 

② かさいまちあそびの推進 

地域の日常にある「⼤切なもの」や「地域の素晴らしさ」を体

験して、加⻄の魅⼒を発⾒・再発⾒するため、「かさいまちあ
そび」をテーマとして市内で⾏われている様々な活動を観光
の視点から取り上げて展開します。 

継続 

③ 

加⻄ STEAM教育を通じたシ

ビックプライド（ふるさとへの愛

着や誇り）の醸成 

加⻄ STEAM教育の一環として、各学校と企業が連携した

体験型学習や就業体験、産業ツアー等を実施し、地元企

業の魅⼒への理解を深めることにより、加⻄市へのシビックプ

ライド（ふるさとへの愛着や誇り）を醸成します。 

拡充 

④ 
ものづくり文化を活かした新し

いものづくりブランドの構築 

加⻄市の特徴でもあるものづくり文化を地域内外に広く浸

透させ⼈⼝流出に⻭⽌めをかけ、加⻄市の産業を活性化さ
せるため、地域ブランディングの一環として、加⻄市そのものを

「ラボ」と⾒⽴てた新しいものづくりブランドを⽴ち上げます。 

新規 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


